
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

各課室の主要事業概要 
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令和６年度　環境生活部の主要事業一覧

　◎　「新・宮城の将来ビジョン推進事業」及び「復興・サポート事業」に該当する主要事業を中心に掲載しています。

重点方針 施策 事業名 ビジョン 復 環境税 産廃税 発展税
新規
組替

所管課室
掲載
頁

1
環境基本計画推進事業 15 環境政策課 ＜環政１>

児童・生徒のための環境教育推進事業
〔環境基本計画推進事業〕

15 ○ 環境政策課 ＜環政２>

県有施設のレジリエンス強化事業 15 環境政策課 ＜環政３>

県有施設の脱炭素化推進事業 15 新規 環境政策課 ＜環政４>

2050ゼロカーボン推進事業 15 ○ 組替 環境政策課 ＜環政５>

みやぎ環境税広報事業 15 ○ 環境政策課 ＜環政６>

環境創造基金市町村支援事業 15 ○ 環境政策課 ＜環政７>

みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業
〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕

15 ○ 環境政策課 <環政８・次エ５>

みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興加速
化事業〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕

15 ○ 環境政策課 ＜環政９>

事業者用自家消費型大規模太陽光発電導入等
支援事業〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕

15 組替 環境政策課 ＜環政１０>

環境産業コーディネーター派遣事業
〔産業廃棄物３R等推進事業〕

15 ○ 循環型社会推進課 ＜循社４>

みやぎ産業廃棄物３R等推進事業
〔産業廃棄物３R等推進事業〕

15 ○ 循環型社会推進課 ＜循社５>

資源循環利用促進事業 15 新規 循環型社会推進課 ＜循社６>

2 スマートエネルギー住宅普及促進事業
〔エコタウン形成促進事業〕

15 ○ 組替 環境政策課 <環政１１>

Ｊ－クレジット導入事業 15 ○ 環境政策課 <環政１２>

太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促
進事業

15 ○ 組替 環境政策課 <環政１３>

再エネ電力調達マッチング支援事業 15 〇 新規 環境政策課 <環政１４>

再生可能エネルギー地域共生推進事業 15 ○ 新規 次世代エネルギー室 <次エ１>

再生可能エネルギー地域理解促進事業 15 ○ 新規 次世代エネルギー室 <次エ２>

再生可能エネルギーを活用した地域づくり支援
事業〔エコタウン形成促進事業〕

15 ○ 次世代エネルギー室 <次エ３>

太陽光発電施設巡視等業務 次世代エネルギー室 <次エ４>

みやぎ脱炭素燃料研究会開催事業（再掲：みや
ぎ二酸化炭素排出削減支援事業）

15 ○ 次世代エネルギー室 <環政８・次エ５>

燃料電池自動車導入推進事業
〔水素エネルギー利活用推進費〕

15 ○ 次世代エネルギー室 <次エ６>

水素エネルギー利活用普及促進事業
〔水素エネルギー利活用推進費〕

15 ○ 次世代エネルギー室 <次エ７>

水素エネルギー産業創出事業
〔水素エネルギー利活用推進費〕

15 ○ 次世代エネルギー室 <次エ８>

FC産業用車両普及促進事業
〔水素エネルギー利活用推進費〕

15 ○ 次世代エネルギー室 <次エ９>

3
循環型社会形成推進事業 15 ○ 循環型社会推進課 ＜循社１>

みやぎの3R普及啓発事業 15 ○ 　 循環型社会推進課 ＜循社２>

食品ロス削減推進事業 15 循環型社会推進課 ＜循社３>

環境産業コーディネーター派遣事業
〔産業廃棄物３R等推進事業〕（再掲）

15 ○ 循環型社会推進課 ＜循社４>

みやぎ産業廃棄物３R等推進事業
〔産業廃棄物３R等推進事業〕（再掲）

15 ○ 循環型社会推進課 ＜循社５>

災害廃棄物対策事業 廃棄物対策課 ＜廃対１＞

PCB廃棄物適正処理推進事業 廃棄物対策課 ＜廃対２＞

村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場対
策事業

竹の内産廃処分場対策室 ＜竹対１>

産業廃棄物最終処分場整備事業 ○ 新最終処分場整備対策室 ＜最終処対１＞

4 豊かな自然環境の保全
昭和万葉の森アカマツ林保全事業 16 ○ 自然保護課 ＜自保１＞

環境緑化推進事業（百万本植樹事業） 16 ○ 自然保護課 ＜自保２＞

生物多様性総合推進事業 16 ○ 自然保護課 ＜自保３＞

　　「新・宮城の将来ビジョン」…本県の長期総合計画（R3～R12年度）

循環型社会の形成

　　「復興・サポート事業」…新・宮城の将来ビジョンにおける「復興完了に向けたサポート」の基本方向の下で行う実施計画及び具体的取組

脱炭素社会の実現に向け
た環境と地域経済の好循
環の創出

地域と共生した再生可能
エネルギー等の導入及び
省エネルギーの促進

Ⅰ
持続可能な
社会の実現

復興・サポート事業 産業廃棄物税充当事業

新・宮城の将来ビジョン推進事業

（番号は計画内取組番号）

各課室の事業概要ページ右上の

番号に対応

令和６年度新規・組替事業

発展税充当事業

みやぎ環境税充当事業
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重点方針 施策 事業名 ビジョン 復 環境税 産廃税 発展税
新規
組替

所管課室
掲載
頁

4 豊かな自然環境の保全
湿地環境保全・利活用事業 16 ○ 自然保護課 ＜自保４＞

蒲生干潟見守り事業 16 ○ 自然保護課 ＜自保５＞

希少野生動植物調査及び生息地域情報データ
ベース化事業〔野生鳥獣保護管理事業〕

16 ○ 自然保護課 ＜自保６＞

野生鳥獣保護管理事業 16 自然保護課 ＜自保７＞

野生鳥獣適正保護管理事業
〔野生鳥獣保護管理事業〕

16 ○ ○ 自然保護課 ＜自保８＞

野生鳥獣放射能対策事業 ○ 自然保護課 ＜自保９＞

野生鳥獣生息状況調査事業
〔野生鳥獣保護管理事業〕

16 ○ 自然保護課 ＜自保１０＞

野生鳥獣適正管理事業
〔野生鳥獣保護管理事業〕

16 ○ 自然保護課 ＜自保１１＞

傷病野生鳥獣救護事業 16 自然保護課 ＜自保１２＞

狩猟者確保対策事業 16 ○ 自然保護課 ＜自保１３＞

森林環境共生育成事業 16 ○ 新規 自然保護課 ＜自保１４＞

5 良好な大気・水環境の確
保

豊かなみやぎの水循環創造事業
〔流域水循環計画策定事業〕

16 ○ 環境対策課 ＜環対１＞

環境影響評価審査事業 環境対策課 ＜環対２＞

1 犯罪のない安全・安心ま
ちづくりの推進 安全・安心まちづくり推進事業 14 組替 共同参画社会推進課 ＜共社１＞

2
みやぎ食の安全安心県民総参加運動事業 3 食と暮らしの安全推進課 ＜食暮１＞

輸入食品等検査対策事業 3 食と暮らしの安全推進課 ＜食暮２＞

放射性物質検査対策事業 ○ 食と暮らしの安全推進課 ＜食暮３＞

3 生活衛生対策の推進
動物愛護推進事業 14 組替 食と暮らしの安全推進課 ＜食暮４＞

4 消費生活センター機能充実事業
〔消費生活対策事業〕

14 消費生活・文化課 ＜消文１＞

消費者啓発事業
〔消費生活対策事業〕

14 消費生活・文化課 ＜消文２＞

1 みやぎ県民文化創造の祭典（芸術銀河）開催事
業

11 消費生活・文化課 ＜消文３＞

文化芸術による心の復興支援事業 ○ 消費生活・文化課 ＜消文４＞

県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備事業 消費生活・文化課 ＜消文５＞

県民会館・ＮＰＯプラザ複合施設整備等支援事
業

消費生活・文化課 ＜消文６＞

2
みやぎの女性応援プロジェクト推進事業 10 共同参画社会推進課 ＜共社２＞

いきいき男女共同参画推進事業 10 共同参画社会推進課 ＜共社３＞

地域女性活躍推進事業
〔男女共同参画・女性活躍社会推進事業〕

10 共同参画社会推進課 ＜共社４＞

地域女性活躍推進事業（つながりサポート型） 共同参画社会推進課 ＜共社９＞

3
ＮＰＯ活動推進事業 10 組替 共同参画社会推進課 ＜共社５＞

ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業 ○ 共同参画社会推進課 ＜共社６＞

4 青少年の健全育成の推進
子ども・若者支援体制強化事業 10 ○ 共同参画社会推進課 ＜共社７＞

みやぎ若者活躍応援事業 10 共同参画社会推進課 ＜共社８＞

放射能被害対策費（福島第一原発事故対応）
〔海水等放射性物質検査対策事業〕

○ 環境対策課 ＜環対３＞

放射性物質検査対策事業【再掲】 ○ 食と暮らしの安全推進課 ＜食暮３＞

放射性物質汚染廃棄物等処理促進事業
〔放射性物質汚染廃棄物処理促進事業〕

○
放射性物質汚染廃棄物対策
室

＜放対１＞

放射性物質汚染廃棄物等処理促進事業
〔除染対策事業〕

○
放射性物質汚染廃棄物対策
室

＜放対２＞

文化芸術による心の復興支援事業【再掲】 ○ 消費生活・文化課 ＜消文４＞

ＮＰＯ等の絆力を活かした震災復興支援事業
【再掲】

○ 共同参画社会推進課 ＜共社６＞

子ども・若者支援体制強化事業【再掲】 10 ○ 共同参画社会推進課 ＜共社７＞

※事業名が新・宮城の将来ビジョン掲載事業名等と一致しない場合には，〔斜体〕で実施計画掲載事業名を記載しています。

文化芸術の振興

男女共同参画の推進

消費生活の安定と向上

Ⅱ
安全安心社会の実

現

NPO活動と県民運動の促
進

Ⅲ
協働共創社会の実

現

Ⅳ
被災地の復興完了に向けたサポート

食の安全安心の確保

Ⅰ
持続可能な
社会の実現
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◇フロン対策推進事業

地域からの地球温暖化対策の推進

■２０５０ゼロカーボン推進事業

＜環政４＞■みやぎ環境税広報事業

＜環政３＞

◇環境保全率先実行計画進行管理事業

◇環境白書作成事業

脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た

■環境創造基金みやぎ環境税市町村支援事業 ＜環政５＞

＜環政１＞

◇環境創造基金積立金

総 合 的 な 推 進
■環境基本計画推進事業

Ⅰ　持続可能な社会の実現

 １　脱炭素社会の実現に向けた環境と地域経済
   の好循環の創出

◇環境審議会

環 境 政 策 の

ビ 環

ビ

ビ

環

ビ 環

部の重点方針に対する位置付けを記載

※「 施策体系 」の見方

※「 主 要 事 業 概 要 」の見方

事  業  名 ビ ○ 復 ○ 環 ○ 産 発

担当課室・班

事 業 主 体

補助・単独の別

根 拠 法 令

事

業

目

的

                       

・「ビ」に「○」のある事業は「新・宮城の将来ビジョン推進事業」 です。

・同様に，「復」に「○」があれば「復興・サポート事業」，「環」にあれ

ば「みやぎ環境税」充当事業です。

■：主要事業

  「新・宮城の将来ビジョン推進事業」または「復興・サポート事業」

 に該当する事業（一部除く）

◇：上記主要事業以外の事業

：新・宮城の将来ビジョン推進事業   ：みやぎ環境税充当事業

：復興・サポート事業          ：産業廃棄物税充当事業

                   ：発展税充当事業

環

産

発

所属ごとの事業概要

個票の右上に記載の

番号と対応

ビ

復
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環境生活総務課

［施策体系］

［施策の概要］

１ 環境生活行政の充実

環境生活行政の総合的な企画・調整及び部内の組織定数・人事関係事務を所掌する。

また、環境保全、食品衛生、廃棄物対策などの環境生活行政を推進するためには、複雑・高度化する

技術水準に対応した専門的技術・知識が不可欠であることから、これらの技術・知識の習得のため、部

局研修を実施する。

環境生活行政の充実 環境生活行政の総合的な企画・調整

部局職員の資質向上 ◇部局研修推進事業
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みやぎ環境税充当事業（一部充当事業含む）

発展税充当事業（一部充当事業含む）

■太陽光発電を活用したEV利用モデル等導入促進事業 ＜環政１３＞

■再エネ電力調達マッチング支援事業 ＜環政１４＞

注）■は主要事業

新・宮城の将来ビジョン推進事業

需給一体型の再生可能エネルギーの導入と ■Ｊ-クレジット導入事業 ＜環政１２＞

住宅・建築物の省エネルギー化の促進
◇太陽光発電導入推進のための広報活動事業

◇環境情報センター運営事業

◇環境教育リーダー事業

◇こどもエコクラブ支援事業

 ２　地域と共生した再生可能エネルギー等の導入
　 及び省エネルギーの促進

■スマートエネルギー住宅普及促進事業 ＜環政１１＞

■環境基本計画推進事業【再掲】 ＜環政１＞

環 境 配 慮 行 動 の 実 践 と ■児童・生徒のための環境教育推進事業 ＜環政２＞

環 境 教 育 の 充 実
◇地域環境保全対策事業

【県の事務事業における温暖化対策】

◇環境配慮取組率先進行管理事業

■県有施設のレジリエンス強化事業 ＜環政３＞

■県有施設の脱炭素化推進事業 ＜環政４＞

■みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興加速化事業 ＜環政９＞

■みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業 ＜環政８＞

■事業者用自家消費型大規模太陽光発電導入等支援事業 ＜環政１０＞

地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進
◇フロン対策推進事業

【事業活動におけるCO2削減及び環境関連産業の振興】

■環境創造基金市町村支援事業 ＜環政７＞

【県民運動の展開】

■２０５０ゼロカーボン推進事業 ＜環政５＞

脱 炭 素 社 会 の 実 現 に 向 け た ■みやぎ環境税広報事業 ＜環政６＞

総 合 的 な 推 進
◇環境白書作成事業

■環境基本計画推進事業 ＜環政１＞

◇環境創造基金積立金

環 境 政 策 課
［ 施 策 体 系 ］

Ⅰ　持続可能な社会の実現

 １　脱炭素社会の実現に向けた環境と地域経済
   の好循環の創出

◇環境審議会

環 境 政 策 の ◇再生可能エネルギー等・省エネルギー推進事業

ビ

ビ 環

ビ

ビ

環

＜＞は事業
概要ページ
の右上番号

ビ 環

ビ 環

ビ

ビ

ビ 環

ビ 環

ビ

ビ 環ビ 環

ビ

ビ 環

ビ 環

ビ 環

ビ

発

発

21



［施策の概要］

１ 環境政策の総合的な推進

令和３年３月に策定した「宮城県環境基本計画（第４期）」において、将来像として掲げ

た｢豊かで美しい自然とともに、健やかで快適な暮らしが次世代へ受け継がれる県土｣、｢持

続可能な社会の実現に向けて全ての主体が行動する地域社会｣の実現を目指し、各種環境政

策を総合的に推進する。あわせて、「２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロ」の脱炭素社会の

実現に向けた取組を着実に実施するとともに、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）や「地域循

環共生圏」の考え方を踏まえた環境・経済・社会の統合的向上、気候変動の影響による被害

を回避・軽減するための適応策の推進に取り組む。 

また、新みやぎグリーン戦略プランに掲げた「脱炭素社会の構築に向け、環境に配慮した

生活・産業を推進する宮城県」「地球温暖化対策と美しく安全な県土づくりのため、森林を

活かし育む宮城県」「気候変動の影響への適応力を備えた、強く柔軟な宮城県」「地域循環

共生圏の形成に向け、人と自然環境との輪を守り育てる宮城県」の着実な実現を目指し、喫

緊の環境問題へ対応するため、みやぎ環境税を活用した環境施策を推進する。 

２ 脱炭素社会の実現に向けた地球温暖化対策の推進 

（１）県民運動の展開

令和５年３月に策定した「みやぎゼロカーボンチャレンジ２０５０戦略」に基づき、県内

の温室効果ガス排出量を削減していくため、みやぎゼロカーボンチャレンジ２０５０県民

会議を中心に、地球温暖化対策や気候変動適応策に関する県民への普及啓発を一層推進す

るほか、家庭向け省エネ診断やスマホアプリなどを活用しながら県民総ぐるみによる温室

効果ガス排出量の削減に向けた実践行動を促進する。

（２）事業活動における CO2削減及び環境関連産業の振興

環境・経済・社会が融合した、真に豊かな富県宮城の実現に向け、県内事業者が実施する

省エネルギーの取組や地域共生・自家消費型太陽光発電等の再生可能エネルギー等の導入

のための設備整備や技術開発、環境関連設備・デバイス等の製品開発などの取組に対する

助成を通じて、県内の事業活動で生じる温室効果ガス削減を促進するとともに、地域経済

を牽引する環境・エネルギー関連産業分野の取組を積極的に支援し、環境関連産業の振興

を図る。 

また、県内事業者による取組が円滑に行われるよう、環境産業コーディネーターが、省エ

ネルギーの取組や再生可能エネルギー等の導入、環境関連設備の製品開発等の取組に対し

て必要な情報提供や産産・産学連携等の支援を行う。 

（３）県の事務事業における温暖化対策

県自らの事務事業における温室効果ガスの排出削減目標（2030 年度までに 2013 年度比で

51％削減）の達成に向け、県有施設の ZEB 化・省エネ化や太陽光発電設備の導入等を推進

する。
  

３ 環境配慮行動の実践と環境教育の充実

地球温暖化対策など環境配慮に関する優れた取組を行う個人や団体を表彰し、その取組

を広く発信することにより、県民や事業者の環境配慮行動の実践を促進するとともに、環

境教育については、環境教育基本方針に基づき、出前講座をはじめとする小学生を対象と

した取組を引き続き重点的に実施する。 

 

４ 需給一体型の再生可能エネルギーの導入と住宅・建築物の省エネルギー化の促進 

家庭や事業所等における太陽光発電等による自家消費を促進するため、コストメリット

等を踏まえた効果的な周知・広報に取り組むとともに、太陽光発電設備・蓄電池等の導入支
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援や太陽光発電と電気自動車（ＥＶ）等を組み合わせた導入モデルの推進、スケールメリッ

トを生かした共同購入支援に取り組む。また、地域内におけるエネルギーの地産地消と県

内産業の競争力強化を図るため、県有未利用地等を活用した再エネ発電事業と県内需要家

とのマッチング支援に取り組む。 

さらに、長期ストックとなる住宅・建築物における省エネルギー化を促進するため、高効

率設備の導入支援をはじめ、既存住宅の省エネ改修やゼロエネルギー住宅・ビルの普及に

取り組む。 
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主 要 事 業 概 要    ＜環政１＞  
 

 事  業  名 環境基本計画推進事業 ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 環境政策課 環境計画推進班（内線2663）  Ｒ６当初予算額 ６４５千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成９年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率  ― 

 根 拠 法 令 環境基本条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

「宮城県環境基本計画（第４期）」（令和３年３月策定）に掲げる将来像「豊かで美しい自然ととも

に、健やかで快適な暮らしが次世代へ受け継がれる県土」及び「持続可能な社会の実現に向けて全ての

主体が行動する地域社会」の実現に向け、環境配慮行動の実践宣言登録・認定制度の運用等を通じ、県

民や事業者等の環境配慮行動の実践を推進する。 

 

 

 

 

 

 事 

 

 業 

 

 計 

 

 画 

  

１ 環境基本計画進行管理（１０９千円） 

環境基本計画は、環境基本条例に基づき、本県の良好な環境の保全及び創造に関する総合的かつ

長期的な目標並びに県の施策の大綱を定めるものである。また、環境分野の個別計画に基本的方向

性を与えるものとして位置付けられており、数値目標や具体的な施策は個別計画において定めてい

る。 

令和３年度からは、令和３年３月策定の第４期計画に基づき、令和１２年度までの１０年間を計

画期間として、総合的・計画的に環境政策を推進している。 

環境基本計画の進捗状況を管理するため、個別計画の指標等を踏まえた管理指標により、年度ご

とに施策の点検評価を行う。 

 

２ 「みやぎｅ行動(eco do!)宣言」登録促進事業（５３６千円） 

環境基本計画等に基づき、省エネルギーや３Ｒ等の環境配慮行動の実践を宣言する｢みやぎｅ行動

(eco do!)宣言｣の登録及び実践者への認定を通じて、県民や事業者等の環境配慮行動の実践を推進

する。 

 

 資 

  

 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜環政２＞  
 

 事  業  名 
児童・生徒のための環境教育推進事業 

〔環境基本計画推進事業〕 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 環境政策課 環境計画推進班（内線2663）  Ｒ６当初予算額  ２，５０３千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２８年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 ― 

 根 拠 法 令 環境基本条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

「宮城県環境教育基本方針」（平成２９年３月策定）に基づき、持続可能な社会の実現に向けて、環

境問題を考え、理解し、解決する能力を身につけた人材を育成するため、県内の児童・生徒等を対象と

して、NPO・学校・行政等の協働で質の高い環境教育の機会を提供する体制を確保する。 

 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 小学生向け環境教育の実施 

（１）こども環境教育出前講座（１，４７３千円） 

特に学校での環境教育に対し、資質のあると認められる講師を小学校に派遣し、環境教育に関

する出前講座を実施することにより、質の高い環境教育の機会を提供し、将来世代の環境問題を

考え、理解し、解決する人材の育成を推進する。 

（２）みやぎ環境教育支援プログラム活用講座（３２０千円） 

地域の資源を生かした環境教育体験活動を通じ、環境問題に対し、自ら考え、理解し、解決す

る能力を身につけた人材を育成するため、県内の小学校において、主に学校外で開催する環境教

育支援プログラムを実施する。 

  

２ 環境教育プログラム集の作成（４８０千円） 

ＮＰＯ等の環境教育プログラムをまとめた冊子を作成して小学校に配布し、小学校での環境教育の

実践を推進する。 

  

３ 教職員のための環境教育推進研修の実施（２３０千円） 

小学校の教職員を対象に、環境教育をテーマにした研修への派遣等を行う。 

 

 

 資 

 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜環政３＞ 

事  業  名 県有施設のレジリエンス強化事業 ビ ○ 復 環 産 発

担当課室・班 環境政策課 環境計画推進班 （内線2663） Ｒ６当初予算額 1,030,623千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和５年度～令和６年度

補助・単独の別 国補助事業、県単独事業 補 助 率 １／２、１０／１０

根 拠 法 令 ―

事

業

目

的

地震や大雨など昨今の災害リスクの増大に対し、災害・停電時に県有施設にエネルギー供給が可能

な再生可能エネルギー設備等を導入することにより、県有施設のレジエンス強化と脱炭素化を同時に

実現するもの。

事

業

計

画

災害に対するレジリエンスの強化が必要な施設に対し、太陽光発電設備、蓄電池及び電動車充電設

備を導入する。

１ 対象施設 避難所指定施設や災害対応業務の重要性が高い施設

２ スケジュール 設計 令和５年４月～令和５年１２月

         工事 令和６年１月～令和７年３月  

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜環政４＞ 

事  業  名 県有施設の脱炭素化推進事業 ビ ○ 復 環 産 発

担当課室・班 環境政策課 環境計画推進班 （内線2663） Ｒ６当初予算額 ３５，０００千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和６年度

補助・単独の別 国補助事業、県単独事業 補 助 率 １０／１０

根 拠 法 令 ―

事

業

目

的

「みやぎゼロカーボンチャレンジ２０５０戦略」で掲げる、事務事業における温室効果ガスの排出

削減目標（2030年度までに2013年度比で51％削減）の達成に向け、県有施設の脱炭素化を推進する

ため、省エネ・再エネの取組を優先的に実施する施設の選定や最適な導入規模、手法について検討を

行うもの。

事

業

計

画

１ 県有施設への太陽光発電設備等導入調査 （３０，０００千円）

民間事業者が提供するサービス（PPA、自己託送、リース）の導入可能性を調査し、その結果

を踏まえ、県が保有する施設及び土地における自家消費型太陽光発電設備等の導入計画を策定す

るもの。

２ 県有施設のＺＥＢ化等に向けた指針の策定 （５，０００千円）

令和５年度に実施した「既存施設 ZEB 化可能性調査（※）」の結果や各施設のエネルギー利用

状況等を踏まえ、ZEB 化や設備更新等の対策を優先的に実施する施設の分類を行い、県有施設の

ZEB 化・省エネ化等の指針を策定するもの。

※既存施設 ZEB 化可能性調査

専門家による試験研究機関や学校施設などにおける省エネ設備の導入や断熱改修などのZEB化

対策とコスト試算の調査。

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜環政５＞ 

事  業  名 ２０５０ゼロカーボン推進事業 ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班
環境政策課 みやぎゼロカーボン推進班

（内線2661）
Ｒ６当初予算額 ３３，９００千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和３年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 地球温暖化対策の推進に関する法律、気候変動適応法

事

業

目

的

「2050年温室効果ガス排出実質ゼロ」に向け、主に民生・家庭部門からの温室効果ガス排出削減に向け

た普及啓発を継続して行うとともに、新地球温暖化県民会議（みやぎゼロカーボン２０５０県民会議）を

設置し、この協議会をプラットフォームとして各種広報を強力に展開、脱炭素社会実現に向けた機運の醸

成を図る。

事

業

計

画

１ 地球温暖化防止活動推進事業（８９０千円）

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき地球温暖化の現状及び地球温暖化対策の重要性につい

て住民の理解を深める取組等を行う地球温暖化防止活動推進員を委嘱し、その活動を支援する。

２ うちエコ診断事業（２，４００千円）

家庭部門からの温室効果ガスの排出削減を図るため、「うちエコ診断」の実施を推進し、省エネ行動の

気づきの場を提供する。

３ ゼロカーボン普及啓発事業（１５，７０９千円）

県内の温室効果ガスの排出抑制対策の推進を官民一体となって推進するために、県民への普及啓発を

進めるポータルサイトの機能を拡充し、県民会議の会員拡大を図るとともに、表彰や各種イベント等の

普及啓発事業との連携を強化し、一体的な取組を推進することで脱炭素社会の実現に向けた県民運動・

ムーブメントをより一層推進する。

４ 環境配慮行動促進アプリ運営事業（１４，７４３千円）

レジ袋の辞退等、県民の身近な環境配慮行動に対しポイントを付与し、一定のポイントで景品が当た

る抽選に参加できるスマホアプリ「eco チャレンジみやぎ」の運営を行う。

５ 地方公共団体実行計画（区域施策編）事業（１４０千円）

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公共団体実行計画（区域施策編）である、みやぎゼ

ロカーボンチャレンジ２０５０戦略の進行管理のため、温室効果ガス（ＧＨＧ）の排出量の算定等を実

施する。

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜環政６＞

事  業  名 みやぎ環境税広報事業 ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班
環境政策課 みやぎゼロカーボン推進班

（内線2661）
Ｒ６当初予算額 ４，８９８千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２４年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 －

事

業

目

的

みやぎ環境税を活用した施策・事業等について、県民への周知・啓発を図るため、県政だよりを活用

し、積極的に広報を行う。

事

業

計

画

○ みやぎ県政だよりを活用し、みやぎ環境税を周知するとともに、活用事業について積極的に広報

を実施する。（年２回）

○ みやぎ環境税を活用し実施している事業の目的や内容、税の仕組み等について、周知を図る。

○ 広報を通じて、県民に対し環境に配慮したライフスタイルの定着に向けた普及啓発を図り、地球

温暖化の防止や生物多様性の確保といった事業目的について県民の理解を得る。

資

料
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主 要 事 業 概 要     ＜環政７＞  
 

 事  業  名 環境創造基金市町村支援事業 ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 
環境政策課 みやぎゼロカーボン推進班 

（内線2661） 
 Ｒ６当初予算額  ３２０，０９９ 千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２３年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 環境創造基金条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

宮城の豊かな環境を守り将来に引き継いでいくためには、地球温暖化などの直面する課題に的確に対

応し、環境の保全のための施策を積極的に展開する必要がある。このため、「みやぎ環境税」（県民税均

等割の上乗せ課税）を活用して市町村が地域の実情に応じて実施する喫緊の環境課題解決に向けた取組

を支援する。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

均等割配分と人口割配分からなる一定額を、「みやぎ環境交付金」として各市町村へ交付し、地域で実

施する喫緊の環境課題解決に向けた取組を支援する。 

 

○ メニュー選択型事業の実施 （２９０,０００千円） 

脱炭素社会構築に向けた再生可能エネルギーの導入促進や省エネルギー対策、県民参加型の自然

環境保全活動支援、有害鳥獣への対策など、下記に示す７つの事業メニュー分類に該当する取組につ

いて、市町村が地域の実情に応じて喫緊の環境課題解決に向けて実施する事業を支援する。 

① 公共施設等におけるＣＯ２削減対策 

② 照明のＬＥＤ化 

③ 自然・海洋環境保全 

④ 野生鳥獣対策 

⑤ 環境緑化 

⑥ 再エネ・省エネ機器導入支援 

⑦ 気候変動の影響への適応 

 

○ 提案型事業の実施 （３０,０００千円） 上限額 10,000 千円／事業・年 

メニュー選択型事業の複合的な取組、ＮＰＯ等との連携・協働による取組、震災復興における環境

に関する取組など、市町村が創意工夫して行う地域課題解決に向けた事業を支援する。 

 

○ 市町村支援事業管理費（９９千円） 

  市町村が実施する事業に対する指導・管理を行う。 

 

 

 資 

 

 

 料 
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      主 要 事 業 概 要   ＜環政８・次エ５＞ 
 

 

 事  業  名 
みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業 

〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕 
ビ ○ 復  環 〇 産  発  

 担当課室・班 環境政策課 省エネ・再エネ推進班（内線2664）  Ｒ６当初予算額  ３０６，０００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和３年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例 

事 

業 

目 

的 

 

県内の事業活動における二酸化炭素の排出削減及び環境関連産業の振興を図り、脱炭素社会の構築を推進

する。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業（２７８，８５６千円） 

（１）設備整備事業に対する助成（補助金 ２７０，０００千円） 

・概   要：県内の事業所の高効率設備、再エネ設備の整備に要する経費の一部を補助する。 

・補助対象者：県内事業者 

・対 象 事 業：既存設備を高効率設備へ更新、又は、再エネ設備を新設する設備整備事業 

・補 助 率：１／２以内、１／３以内 

・補助上限額：２０，０００千円  １０，０００千円  ５，０００千円 

 

（２）研究開発等事業に対する助成（補助金 ８，１２１千円） 

・概   要：県内の再エネ等の利活用に資する研究開発等の取組に要する経費の一部を補助する。 

・補助対象者：県内事業者 

・対 象 事 業：再エネの活用等、県内の環境負荷の低減に資する実証事業、技術開発等事業 

・補 助 率：１／２以内 

・補助上限額：５，０００千円／年 

 

２ 環境産業コーディネーター派遣事業（再エネ・省エネ担当）（１６，６２４千円） 

   民間企業等においてエネルギー管理等の実務経験を有する者を「環境産業コーディネーター」（会計年

度任用職員）として任用し、事業活動における二酸化炭素排出削減の取組を支援するため、県内企業等

に派遣する。 

  ・任用人数：３人  ・任期：令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの１年間 

・主な活動内容：個別企業の二酸化炭素排出削減の取組の支援活動 等 

 

３ みやぎ脱炭素燃料研究会開催事業費（１０，３２５千円）（一部、次世代エネルギー室） 

   産学官連携により、脱炭素燃料の利活用等を目的とした社会実装モデルの構築を目指す。 

・研究会開催費（３２５千円） 

・研究開発等事業への補助金（補助金 １０，０００千円） 

・補助率：２／３以内  ・補助上限額：１０，０００千円 

 

４ 環境関連産業の集積促進及び振興事務（１９５千円） 

   県内外のクリーンエネルギー関連企業等への訪問、情報収集及び誘致活動を行う。 

 資 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜環政９＞  
 

 事  業  名 みやぎ新エネルギー・環境関連産業振興加速化事業

〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 環境政策課 省エネ・再エネ推進班（内線2664） Ｒ６当初予算額  ２９，５２６千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和３年度～令和７年度 

 補助・単独の別 国庫補助事業、県単独事業  補 助 率 １／２ 

 根 拠 法 令 まち・ひと・しごと創生法 

事 

業 

目 

的 

環境関連産業分野における付加価値や取引量の増大及び雇用の創出を促進し、環境負荷の低減と地域

経済の発展の両立した社会の構築を推進する。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ 宮城県新エネルギー等環境関連設備開発支援事業 

製品開発事業に対する助成（補助金 ２９，５００千円） 

 

・補助対象者：県内事業者 

・対 象 事 業：①地域未来投資促進法基本計画型 

補助事業完了後３年以内に宮城県環境・エネルギー関連産業基本計画に基づく地域

経済牽引事業計画の策定が見込まれる、産学連携による環境関連の設備、デバイス

等の開発 

②開発着手型 

環境関連の設備、デバイス等の製品化に向けて実施する設計、試作開発等 

・補 助 率：①１／２以内  ②１０／１０以内 

・補助上限額：①１７，０００千円  ②２，５００千円 

 

資 

 

 

料 
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主 要 事 業 概 要    ＜環政１０＞  
 

 事  業  名 事業者用自家消費型大規模太陽光発電導入等支援事業 

〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕 
ビ ○ 復  環  産  発  

 担当課室・班 環境政策課 省エネ・再エネ推進班（内線2664） Ｒ６当初予算額  ２２０，０００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和４年度～ 

 補助・単独の別 国庫補助事業  補 助 率  １０／１０ 

 根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例 

事 

業 

目 

的 

 

県内産業の脱炭素化とエネルギーコストの削減による競争力強化に向け、県内事業所における自家消

費型大規模太陽光発電設備等の導入に要する経費の補助を行うもの。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ 事業者用自家消費型大規模太陽光発電導入支援事業 

県内事業所において、屋根や敷地等に一定規模（出力５００kW）以上の自家消費型大規模太陽光発

電設備等を導入するのに要する経費の一部を補助する。（補助金２２０，０００千円） 

 

・対象事業：県内事業所が自家消費型太陽光発電設備（出力５００kW 以上）の導入を行う事業（売電

を目的とした事業は対象外） 

 

・対象経費：工事費、設備費、業務費、事務費 

 

・補助率等：太陽光発電設備 出力１kW 当たり５万円 

      自営線     ２／３以内 

 

資 

 

 

料 
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主 要 事 業 概 要    ＜環政１１＞  
 

 

 事  業  名 スマートエネルギー住宅普及促進事業 

〔エコタウン形成促進事業〕 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発 

 
 

 担当課室・班 環境政策課省エネ・再エネ推進班（内線2664）  Ｒ６当初予算額  ３３１，０００千円 

 事 業 主 体 県、県民  事業期間  平成２３年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業、国庫補助  補 助 率  １０／１０ 

 根 拠 法 令  宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

  

高止まりする家庭部門のＣＯ２排出量を削減するとともに、特に震災後において、災害時でもエネル

ギーを確保できる自立・分散型システムの普及が重要な課題となっていることから、住まいにおける消

費エネルギー量をできるだけ減らすとともに、必要なエネルギーを再生可能エネルギー等で賄うこと

で、環境負荷が少なく、災害時にも電気や熱を確保できる住まいの普及を促進する。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

  

１ スマートエネルギー住宅設備等への補助（３２７,８８４千円） 

  環境負荷が少なく、かつ災害時にも電気や熱を確保できる住まいの普及を図るため、太陽光発

電システムや蓄電池等の再エネ・省エネ設備の導入、既存住宅の省エネルギー改修工事、又は大幅

な省エネルギーと再生可能エネルギーの導入により年間一次エネルギー消費量の収支がゼロとな

る「みやぎゼロエネルギー住宅」の新築等を行う県民に対し、導入費用の一部を補助するもの。 
 

（１）事業費（298,240 千円） 

 ① 太陽光発電システム（蓄エネ設備併設タイプ） 

  ② 地中熱ヒートポンプシステム 

③ 電気自動車(EV)・プラグインハイブリッド自動車(PHV) ※ＰＶ・Ｖ２Ｈ必須 

  ④ 蓄電池 

  ⑤ 住宅用外部給電機器(V2H)  

  ⑥ エネファーム 

  ⑦ 既存住宅省エネルギー改修 

  ⑧ みやぎゼロエネルギー住宅 

  ⑨ 次世代みやぎゼロエネルギー住宅（地域型）  

※HEAT20 G3 相当の ZEH を中小規模の地元工務店が施工した場合に補助 

（２）事務費（29,644 千円） 
 

２ 広報事業（３,１１６千円） 

スマエネ住宅の認知度向上のためのイベント開催等を行うもの。 

 

 

 資 

 

 

 料 

  

○補助実績（旧・住宅用太陽光発電普及促進事業補助金を含む）              

項目 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5※

太陽光 1,035 3,165 5,166 4,792 3,376 2,973 2,349 2,177 2,281 1,709 1,721 1,849 1,090

太陽光ＺＥＨ型 － － － － － － － － － 141 99 － －

地中熱ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟｼｽﾃﾑ － － － － － － － 0 0 0 0 0 1

EV・PHV － － － － － － － － － － － － 90

蓄電池 － － － － － 126 589 841 1,357 1,723 1,658 1,704 1,910

住宅用外部給電機器 － － － － － － － 0 2 11 17 37 90

エネファーム － － － － － 116 148 105 128 177 167 194 190

ＨＥＭＳ － － － － － － 122 370 537 － － － －

省エネ改修 － － － 141 234 226 224 438 451 492 654 839 850

みやぎゼロエネ住宅 － － － － － － － － － － － 85 90

ＺＥＨ － － － － － 69 130 26 69 － － － －

合計 1,035 3,165 5,166 4,933 3,610 3,510 3,562 3,957 4,825 4,253 4,316 4,708 4,311

※R5は想定件数  
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主 要 事 業 概 要    ＜環政１２＞ 

事  業  名 Ｊ－クレジット導入事業
ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 環境政策課省エネ・再エネ推進班(内線2664) Ｒ６当初予算額 ８８６千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和元年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

  

業

  

目

  

的

ＦＩＴ制度導入以降、太陽光発電を中心に再生可能エネルギーの導入が進展する中、住宅用太陽光発電
については、令和元年11月から順次買取期間が終了するなど、取り巻く環境が変化してきており、今後、
自家消費型への転換が想定されている。

こうした状況を踏まえ、国が温室効果ガス排出削減量（＝環境価値）をクレジットとして認証する  
「Ｊ－クレジット制度」を活用し、環境価値を見える化することで、県民等が意識的に自家消費に取り組
むことができる仕組みの構築・運営を行う。

また、環境価値の活用方法として、国から認証を受けたクレジットを企業等へ売却し、その売却益を再
生可能エネルギーの理解醸成をはじめとした環境教育事業などに取り組むことで、県民の環境意識の向上
を図る。

事

業

計

画

１ みやぎスマエネ倶楽部運営管理業務委託（６１５千円）

・令和元年度に J－クレジット制度として認定を受けた「みやぎスマエネ倶楽部」への参加者の募集を

行うとともに、会員情報のとりまとめを行い、環境価値のクレジット化を図るもの。

・会員数 8,719 人（R6.2.15 現在）

２ J-クレジットプロジェクト計画変更妥当性審査（２７１千円）

・本県の J-クレジットプロジェクト計画書の内容変更に係る審査を受審するもの。

 

 

 

 

資

料

〈クレジットとは？〉
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主 要 事 業 概 要    ＜環政１３＞ 

事  業  名 太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル等導入促進事業 ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 環境政策課省エネ・再エネ推進班（内線2664） Ｒ６当初予算額 ５７，０００千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和３年度～令和７年度

補助・単独の別 国庫補助事業、県単独事業 補 助 率 １０／１０

根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

業

目

的

近年、再生可能エネルギーの導入に当たっては、ＦＩＴ制度による買取単価の低下や燃料価格の高

騰による電気料金の上昇、脱炭素化に向けた動きの拡大などにより、従来の売電モデルから、自家消

費を含めた「需給一体型」の再エネ活用モデルへと導入ニーズが大きく変化してきている。

その中でも、太陽光発電については、近年、電気自動車（ＥＶ）との組み合わせや、第三者所有に

よる導入方法が注目されていることから、このような新たな導入に取り組む事業者を支援することで、

再生可能エネルギーの更なる促進を図る。

事

業

計

画

１ 太陽光発電を活用したＥＶ利用モデル導入支援事業（４２,０００千円）

・補助対象事業者：太陽光発電を活用した EV 利用モデルを構築する事業者等。

（市町村及び一部事務組合含む）

・対象経費 設備費（太陽光発電設備、ＥＶ・ＰＨＥＶ、Ｖ２Ｈ等）、設計費、工事費等

（１）通常

補 助 率 1／2

上 限 額 合計 350 万円

太陽光発電設備 250 万円

ＥＶ 50 万円/台 ＰＨＥＶ 25 万円/台

Ｖ２Ｈ 50 万円/台

（２）特別加算

補 助 率 太陽光発電設備 5万円/kW

          蓄電池 1/3

          ＥＭＳ 2/3

上 限 額  合計 350 万円

２ 第三者所有モデル太陽光発電導入支援事業（１５,０００千円）

・補助対象事業者：第三者所有モデルを構築する事業者等（市町村及び一部事務組合含む）

・対象経費 設備費（太陽光発電設備、蓄電池）、設計費、工事費等

・補 助 額 太陽光発電設備 1ｋＷあたり 5 万円

蓄電池 1ｋＷｈあたり 6万円            

・上 限 額 1,500 万円（太陽光発電設備、蓄電池を含む）

・そ の 他 第三者所有モデルについては、オンサイトＰＰＡモデル又はファイナンスリース等に

よる導入を想定

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜環政１４＞ 

事  業  名 再エネ電力調達マッチング支援事業
ビ ○ 復 環 産 発 ○

担当課室・班 環境政策課省エネ・再エネ推進班（内線2664） Ｒ６当初予算額 ９，６００千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和５年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 ―

根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

業

目

的

ものづくり産業など、サプライチェーン全体で脱炭素化が求められる状況となっていることから、県

内産業における再エネ電力需要と、県有未利用地等を活用して行われる再エネ発電事業をマッチングす

るための支援体制を構築し、県内で生み出される再エネを最大限活用し、県内経済の脱炭素化・競争力

強化を図るもの。

事

業

計

画

再エネ発電事業に適した未利用地の掘り起こしや、需要家となり得る県内事業者の調査、公募

スキームの検討など、専門的な知見を有する民間事業者への業務委託により、マッチング体制の構

築に取り組む。

（主な業務内容（案））

○再エネ需要調査（事業者へのヒアリング・アンケートなど）

○公募の実施方針・選定要領等の検討

○未利用地等の掘り起こし（再エネ発電事業に適した未利用地等の調査など）

○事業者選定支援（公募型プロポーザルの実施、電力小売・発電事業者、需要家等への広報など）

○賃貸借契約支援

資

料
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〔　施　策　体　系　〕

Ⅰ　持続可能な社会の実現

注）■は主要事業

新・宮城の将来ビジョン推進事業 みやぎ環境税充当事業（一部充当事業含む）

復興・サポート事業 発展税充当事業

＜次エ９＞

次世代エネルギー室

地域と共生した再生可能
エネルギーの導入

■ 再生可能エネルギー地域共生推進事業

　地域と共生した再生可能エネルギー等の導入及び省エネルギーの推進

＜次エ１＞

■ 再生可能エネルギーを活用した地域づくり支援事業 ＜次エ３＞

脱炭素燃料等の導入

■ 燃料電池自動車導入推進事業 ＜次エ６＞

■

■

水素エネルギー利活用普及促進事業

FC産業用車両普及促進事業

■ 水素エネルギー産業創出事業

みやぎ脱炭素燃料研究会開催事業
（再掲；みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業）

＜環政８・次エ５＞

＜次エ８＞

■ 再生可能エネルギー地域理解促進事業 ＜次エ２＞

＜次エ７＞

■ 太陽光発電施設巡視等業務 ＜次エ４＞

■

ビ

ビ 環

ビ

復

＜＞は事業概要ページの

右上番号に対応発

環

環ビ

ビ 環

ビ

ビ

ビ 環

ビ 環

ビ 環

ビ 発

環ビ
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［施策の概要］

１ 地域と共生した再生可能エネルギーの導入

「再生可能エネルギー地域共生促進税」の導入（令和６年４月１日）にあたり、広

く周知に努めるとともに、地域との合意形成等に向けた協議会の開催支援を行うほか、

県民や事業者等を対象としに再生可能エネルギー発電施設の見学会や先進・優良事例

を紹介するセミナー等を開催する。

また、地域に根差し、地域特性を踏まえた再生可能エネルギー導入を促進するため、

地域資源を活用した再生可能エネルギー等によるまちづくりに取り組む団体を支援す

る。

さらに、「太陽光発電施設の設置等に関する条例」の着実な運用を図るため、太陽光

発電施設の巡視等を行い、施設の適正な設置・管理を促す。

２ 脱炭素燃料等の導入

次世代エネルギーとしての重要性が増す水素等の更なる利活用を促進するため、運

輸分野では、燃料電池車（ＦＣＶ）の導入補助や燃料電池（ＦＣ）バス・タクシーの

運行支援を行うとともに、ＥＶよりも航続距離や充填時間で優位性がある特性を踏ま

え、ＦＣ商用車の導入促進に取り組む。

また、産業・家庭分野では、将来の水素関連産業の創出に向けて、産学官連携によ

るセミナーを開催するほか、水素エネルギー体験イベントなどを通じて、県民への更

なる普及・啓発を図る。
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ１＞ 

事  業  名 再生可能エネルギー地域共生推進事業 ビ ○ 復 環 産 発

担当課室・班 次世代エネルギー室地域共生推進班（内線2332） Ｒ６当初予算額 ７，４００千円

事 業 主 体 県、市町村、民間事業者 事業期間 令和６年度～令和８年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

再生可能エネルギー地域共生促進税条例

事

業

目

的

再生可能エネルギー地域共生促進税条例の施行等を踏まえ、同税の周知や同税が非課税となる地球温

暖化対策推進法に基づく地域脱炭素化促進事業等の認定支援などを通じて、地域と共生した再生可能エ

ネルギー発電事業の推進を図る。

事

業

計

画

１ 税制度・ガイドライン・地域共生事例に係る説明会の実施等【1,897 千円】

「再生可能エネルギー地域共生促進税」及び「地球温暖化対策推進法に基づく「促進区域」、「地

域脱炭素化促進事業」の認定等に係るガイドライン」の内容並びに地域と共生した再生可能エネル

ギー発電事業の構築についての説明会を実施する。

２ 再生可能エネルギー地域共生促進税及び地域共生事例等の広報【3,103 千円】

広報用チラシの作成や、業界紙及びマスメディア等を活用した広報を行う。

３ 促進事業等認定支援補助事業【2,400 千円】

再生可能エネルギー発電事業に関する地域の合意形成等に向けた協議会を開催する場合に必要

な経費の一部を補助する。

・補助率：10/10（市町村向け）、1/2（事業者向け）

・補助上限：1,200 千円（市町村向け）、600 千円（事業者向け）

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ２＞  
 

 事  業  名 再生可能エネルギー地域理解促進事業 ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 次世代エネルギー室地域共生推進班（内線2332）  Ｒ６当初予算額  １０，０００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和６年度～令和８年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 ― 

 根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

地域住民に対し再生可能エネルギーの必要性や導入のメリット等を説明することで、地域と共生した

再生可能エネルギー発電事業を構築するにあたっての、円滑な議論を促進し、地域における再生可能エ

ネルギー導入の機運醸成を図る。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

下記のイベントの運営等について委託するもの。【10,000 千円】 

（１）（小学生親子向け）再生可能エネルギー体験イベント 

   県内の風力発電設備・バイオマス発電設備等の見学を行い、地球温暖化や再生可能エネルギーに

ついて学ぶとともに、小型の風力やバイオマスの発電機等の実験機材を活用し、再生可能エネル

ギーを「体験」するイベントを開催する。 

（２）（地域プレイヤー向け）再生可能エネルギーバスツアー 

   近県の地域と共生した再生可能エネルギー導入が進んでいる地域を訪問し、再生可能エネルギ

ー発電設備の見学や、発電事業者によりもたらされるメリット、地域貢献策について説明を受け

るバスツアーを開催する。 

（３）関連広報 

  （１）の様子を撮影した映像等によりマスメディアを活用した広報を行う。 

 

 

 

 資 

 

 

 料 
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ３＞  
 

 事  業  名 再生可能エネルギーを活用した地域づくり支援事業

〔エコタウン形成促進事業〕 

ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 次世代エネルギー室地域共生推進班（内線2332）  Ｒ６当初予算額  １４，３００千円 

 事 業 主 体 県、市町村、民間事業者  事業期間 平成２６年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

ＣＯ２排出量の削減などの環境効果とあわせて、地域に根差し、地域特性を踏まえた、地域貢献効果

の高い再生可能エネルギー等の導入によるエコタウンの形成を促進するため、再生可能エネルギーやエ

ネルギーマネジメントを活用し、地域の課題を解決する事業の立ち上げに対する段階的な支援や、市町

村職員のスキルアップ等を図る。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ エコタウン形成支援補助事業【13,300 千円】 

（１）エコタウン形成地域協議会支援事業費補助（300 千円） 

協議会等（原則として市町村を含む）に対し、地域特性に応じた再生可能エネルギー等を利活

用する検討を行うための講演・視察等に必要な経費の一部を補助する。（補助率 10/10、補助上

限 30 万円、想定補助件数：1件） 

（２）エコタウン形成実現可能性調査等事業費補助（3,000 千円） 

協議会等（原則として市町村を含む）に対し、実現可能性調査や計画策定等に必要な経費の一

部を補助する。（補助率 10/10、補助上限 300 万円、想定補助件数：1件） 

（３）エコタウン形成事業化支援事業費補助（10,000 千円） 

    協議会等（原則として市町村を含む）に対し、試験設備や事業化のための設備の導入に必要な

経費の一部を補助する。（補助率 2/3、補助上限 10,000 万円、想定補助件数：1件） 

 

２ 新規エコタウン事業の検討支援事業【37 千円】 

  庁内他部局との連携強化により、地域課題解決に向けた事業や再生可能エネルギー発電事業の

実施を検討している方に接触を図り、出前講座等による説明の機会を設けるほか、視察等を調整

し、新たな事業の種まきやニーズの掘り起こしを行うもの。 

 

３ エコタウン推進部会事業【963 千円】 

   「みやぎゼロカーボンチャレンジ 2050 県民会議」の部会として結成し、市町村職員を構成員と

する「エコタウン推進部会」において、講演会、視察会等を行うもの。 

 

 

 資 

 

 

 料 

 

○補助実績 

補助事業実施状況 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

エコタウン形成地域協議会支援事業費補助金 1 件 0 件 0 件 2 件 1 件 0 件 0 件 1 件 0 件 1 件 

エコタウン形成実現可能性調査等事業費補助金 2 件 4 件 2 件 2 件 1 件 1 件 1 件 1 件 2 件 2 件 

エコタウン形成事業化支援事業費補助金 － － 0 件 1 件 3 件 2 件 1 件 1 件 1 件 0 件 
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ４＞  
 

 事  業  名 太陽光発電施設巡視等業務 ビ  復  環  産  発  

 担当課室・班 次世代エネルギー室地域共生推進班（内線2332）  Ｒ６当初予算額  ７，６００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 令和５年度～令和８年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 ― 

 根 拠 法 令 太陽光発電施設の設置等に関する条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

「太陽光発電施設の設置等に関する条例」の適正な運用を図るため、対象となる太陽光発電施設の

定期的な巡視を通じて現地確認等を行い、事業者に対して本条例の規定に基づいた適切な施設の設置

や維持管理等を促し、地域と共生した太陽光発電事業の推進を図る。 

 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

○太陽光発電施設巡視等業務【委託費：7,600 千円】（地域環境保全基金：7,600 千円） 

令和 4年 10 月に施行した「太陽光発電施設の設置等に関する条例」の対象となる発電出力 50 kW 

以上の太陽光発電施設（建築物の屋根等への設置を除く）について、その実態を把握するとともに、

不適切な施設を設置・管理する事業者に対し適切な指導等を行うため、施設の現地調査等の業務を専

門的な知見を有する団体に委託して実施するもの。 

＜巡視の対象＞ 

   ① 令和５年度に新規届出等があった施設の巡視活動 

   ② 運転開始済み施設の通常巡視活動 

     ・ 設置規制区域内施設（前年の巡視で継続的に巡視する必要があるとされたもの） 

     ・ 設置規制区域外施設（前年の巡視で「不適」と判断され、翌年度も巡視する必要がある

とされたもの） 

   ③ 違反疑い等施設の臨時巡視活動 

     ・ 住民等から通報があった場合 

     ・ ①②の通常巡視活動により、「不適」となったもの。 

 

 

 資 

 

 

 料 
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      主 要 事 業 概 要   ＜環政８・次エ５＞

事  業  名
みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業

〔クリーンエネルギーみやぎ創造事業〕
ビ ○ 復 環 〇 産 発

担当課室・班 環境政策課 省エネ・再エネ推進班（内線2664） Ｒ６当初予算額 ３０６，０００千円

事 業 主 体 県 事業期間 令和３年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 宮城県地域と共生する再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

業

目

的

県内の事業活動における二酸化炭素の排出削減及び環境関連産業の振興を図り、脱炭素社会の構築を推進

する。

事

業

計

画

１ みやぎ二酸化炭素排出削減支援事業（２７８，８５６千円）

（１）設備整備事業に対する助成（補助金 ２７０，０００千円）

・概   要：県内の事業所の高効率設備、再エネ設備の整備に要する経費の一部を補助する。

・補助対象者：県内事業者

・対 象 事 業：既存設備を高効率設備へ更新、又は、再エネ設備を新設する設備整備事業

・補 助 率：１／２以内、１／３以内

・補助上限額：２０，０００千円 １０，０００千円 ５，０００千円

（２）研究開発等事業に対する助成（補助金 ８，１２１千円）

・概   要：県内の再エネ等の利活用に資する研究開発等の取組に要する経費の一部を補助する。

・補助対象者：県内事業者

・対 象 事 業：再エネの活用等、県内の環境負荷の低減に資する実証事業、技術開発等事業

・補 助 率：１／２以内

・補助上限額：５，０００千円／年

２ 環境産業コーディネーター派遣事業（再エネ・省エネ担当）（１６，６２４千円）

民間企業等においてエネルギー管理等の実務経験を有する者を「環境産業コーディネーター」（会計年

度任用職員）として任用し、事業活動における二酸化炭素排出削減の取組を支援するため、県内企業等

に派遣する。

・任用人数：３人 ・任期：令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの１年間

・主な活動内容：個別企業の二酸化炭素排出削減の取組の支援活動 等

３ みやぎ脱炭素燃料研究会開催事業費（１０，３２５千円）（一部、次世代エネルギー室）

産学官連携により、脱炭素燃料の利活用等を目的とした社会実装モデルの構築を目指す。

・研究会開催費（３２５千円）

・研究開発等事業への補助金（補助金 １０，０００千円）

・補助率：２／３以内 ・補助上限額：１０，０００千円

４ 環境関連産業の集積促進及び振興事務（１９５千円）

県内外のクリーンエネルギー関連企業等への訪問、情報収集及び誘致活動を行う。

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ６＞ 

事  業  名
燃料電池自動車導入推進事業

〔水素エネルギー利活用推進費〕

ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 次世代エネルギー室脱炭素燃料班（内線2683） Ｒ６当初予算額 ４７，４００千円

事 業 主 体 県、市町村、民間事業者、県民 事業期間 平成２７年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 ―

根 拠 法 令 宮城県再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

業

目

的

次世代エネルギーとして重要性が増す水素の更なる利活用推進に向け、燃料電池自動車（ＦＣＶ）の

普及拡大に資する取組を進めるもの。

事

業

計

画

１ ＦＣＶ導入促進補助事業【12,854 千円】

  県民、法人等のＦＣＶ等導入に係る経費の一部を補助するもの。

  ＜主な補助内容＞

  ＦＣＶ導入  県民、法人等 上限 57.6 万円(トヨタ MIRAI)

          市町村    上限 115.3 万円(トヨタ MIRAI)

  

２ ＦＣＶタクシー導入促進事業【6,000 千円】

  日常的に多くの利用者が見込まれるＦＣＶタクシーの導入を支援するもの。

３ ＦＣＶ公用車による普及啓発事業【9,280 千円】

  ＦＣＶの認知度向上や利用機会の拡大のため、県公用車ＦＣＶを活用した各種イベントでの

展示、貸出等を行うもの。

４ ＦＣバス導入推進事業【16,319 千円】

  ＦＣバスの路線運行により日常的な利用機会を創出し、併せて災害時の利用実証を行うもの。

５ ＦＣＶカーレンタル運営支援事業【2,947 千円】

  ＦＣＶの利用機会の拡大のため、ＦＣＶによる有料貸出事業を実施するもの。

資

料

○実績

・ＦＣＶ導入促進補助事業

Ｒ５年度 ＦＣＶ ２台（R5.12 末現在）

  Ｒ４年度 ＦＣＶ ４台

・ＦＣＶタクシー導入促進事業

計６台運行中（Ｒ４年度 ２台、Ｒ３年度 ４台）

・ＦＣＶ公用車による普及啓発事業

Ｒ５年度 貸出計３０件（仙台国際ハーフマラソン ほか／R5.12 末現在）

・ＦＣバス導入推進事業

  宮城交通 １台 R3.3 運行開始（仙台市・富谷市・大和町内の既存路線）

・ＦＣＶカーレンタル運営支援事業

トヨタレンタリース宮城 １台
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ７＞ 

事  業  名
水素エネルギー利活用普及促進事業

〔水素エネルギー利活用推進費〕

ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 次世代エネルギー室脱炭素燃料班（内線2683） Ｒ６当初予算額 ５２，６００千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２７年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 ―

根 拠 法 令 宮城県再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

業

目

的

水素エネルギーの有用性等に関する認知度向上や理解促進のため、広報・普及啓発や体験イベント等

を実施するほか、東北における水素エネルギーの利活用の加速化を図るため、連携会議における意見交

換等を通じて、東北各県と協調した取組を検討・実施するもの。

事

業

計

画

１ 水素エネルギー普及啓発事業【2,459 千円】

水素エネルギーの有用性・安全性に対する県民の理解を深めるため，啓発資材等を作成し，各

種イベント等で活用するもの。

２ 水素エネルギー体験イベント等の開催【1,205 千円】

   水素エネルギーに対する県民の理解を深めるため，体験試乗会や中高生向け出前講座を開催す

るもの。

３ 水素エネルギー普及連携会議【36 千円】

  東北における水素エネルギー利活用の加速を図るため，東北各県による連携会議において，各県

における取組に関する情報交換を行い，協調した取組の検討・実施により，東北における水素エネ

ルギー利活用の加速化を図るもの。

４ 水素エネルギー発電設備の撤去【48,900 千円】

  楽天生命パーク宮城（現：楽天モバイルパーク宮城）に設置した水素エネルギー発電設備（H2One）

の実証運用終了に伴い、撤去を行うもの。

資

料

○実績

水素エネルギー体験イベント（令和５年度）

  ・水素エネルギー出前講座 高等学校２校（受講者計 157 人）

   講師：山梨大学研究推進・社会連携機構水素・燃料電池技術支援室

      特任助教 稲垣 有弥 氏

水素エネルギー発電設備（平成３０年３月設置、令和５年３月末運用終了）

  〔設備概要〕   太陽光発電により水電解で水素を生成し、水素を吸着する金属で貯蔵し、必

要な時に水素で発電した電気を利用できるもの。

  〔整備費〕    約２億円（国庫補助「エネルギー構造高度化・転換理解促進事業」10/10）

  〔実証運用の概要〕平常時のデジタルサイネージや照明の電源、非常時の地域コミュニティＦＭ

ラジオ局の電源や携帯電話の充電用電源として活用するとともに、水素エネ

ルギー理解促進イベント開催や災害対応能力検証等を行った。
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ８＞ 

事  業  名
水素エネルギー産業創出事業

〔水素エネルギー利活用推進費〕

ビ ○ 復 環 産 発 ○

担当課室・班 次世代エネルギー室脱炭素燃料班（内線2683） Ｒ６当初予算額 １，０００千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２７年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 ―

根 拠 法 令 宮城県再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例

事

業

目

的

水素エネルギーに関する将来の産業創出に向けて、事業者等を対象に、関係機関と連携した水素・燃

料電池関連技術に関する産業セミナーを開催するもの。

事

業

計

画

水素・燃料電池関連産業セミナー【1,000 千円】

○講師：水素・燃料電池関連分野のメーカー、水素ステーション関連業者、部材メーカー、先進自

治体等

○内容：水素関連産業の動向や参入事例等

資

料

○実績

年度 日程 講師 内容
参加
人数

日本水素ステーションネットワーク合同会社
多田担当部長

水素ステーションの現状と今後の取り組みについて

根本通商株式会社　根本社長 地域における水素利活用の取組と今後の展望について

明治電機工業㈱　大田担当部長
トヨタ自動車㈱在籍中の水素・燃料電池の取組と明治電
機工業㈱での展開について

明治電機工業㈱　大嶽部長
明治電機工業のカーボンニュートラル・水素社会実現に
向けた取組

R5 R5.11.7 60

R4 R4.12.9 51
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主 要 事 業 概 要    ＜次エ９＞  
 

 事  業  名 
FC産業用車両普及促進事業 

〔水素エネルギー利活用推進費〕 

ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 次世代エネルギー室脱炭素燃料班（内線2683）  Ｒ６当初予算額 ９２４千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２７年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 ― 

 根 拠 法 令 宮城県再生可能エネルギー等・省エネルギー促進条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

カーボンニュートラルに向けた動きが加速している中、県内でも、ＣＯ２排出量が多い運輸部門にお

いて車両の電動化が求められており、ＦＣ産業用車両の導入を支援することで、事業活動の発展と環境

負荷低減の両立に向けた取組を後押しするもの。 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

ＦＣ商用車勉強会【924 千円】 

ＦＣ商用車の開発状況や実証導入の成果を学び、ＦＣ商用車の具体的な導入検討を促すもの。 

対象者：県内物流事業者等 

開催回数：２回予定 

 

 

 

 資 

 

 

 料 

 
○実績（令和５年度） 

  ＦＣ商用車に関する勉強会（実車展示を含む）と水素ステーションに関するセミナーとの合同開

催として実施。 

  開催日：令和５年１１月７日 ※オンライン併催 

  内 容：講演①「水素ステーションの現状と今後の取組」（JHyM） 

      講演②「地域における水素利活用の取組と今後の展望」 

         （根本通商 根本社長） 

       ※講演と併せて水素で走る FC 小型トラックを展示 

  参加者：製造・運輸事業者など計 60 名 

 

■国内の主な動き（ＦＣ小型トラック関係） 

 ○福島県における取組 

  トヨタ自動車等と連携し、FC 小型トラック（約 60 台）の導入と合わせ、運行管理と一体のエネ

ルギーマネジメントシステム構築を目指すもの。（R5.2 いわき市、郡山市において走行開始） 

 ○東京都における取組 

  順次 500 台の電動車（BEV を含む。うち FC 小型トラック約 190 台、FC 大型トラック約 50 台）を

導入し、充電・水素充填のタイミングと配送計画の最適化により効率的な運行を目指すもの。

（R5.5 FC 小型トラック出発式開催） 

 

FC 小型トラックの実車展示 
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　環境対策課
　　［施策体系］

　　　　（海水等放射性物質検査対策事業）

　　　新・みやぎの将来ビジョン推進事業

　　　産業廃棄物税充当事業（一部充当事業含む）

　　　環境税充当事業（一部充当事業含む）

大 気 保 全 対 策 ◇　大気汚染観測局管理　

注）■は主要事業

 ５　良好な大気・水環境の確保

◇　公害苦情調査費

企 画 指 導 ◇　公害審査会

自動車交通公害防止対策

地 盤 沈 下 対 策 ◇　地盤沈下防止対策事業

◇　工場事業場規制(悪臭）　　悪 臭 防 止 対 策

閉鎖性水域環境保全対策 ◇　閉鎖性水域水質保全事業

水 環 境 保 全 対 策 水 質 保 全 対 策 ◇　公共用水域水質監視業務　

◇　工場事業場規制（騒音・振動）

 　　　(流域水循環計画策定事業)

騒 音 ・ 振 動 対 策

　　松島湾水質モニタリング調査事業

　　釜房ダム貯水池水質保全対策事業

ダ イ オ キ シ ン 類 対 策 ◇　大気ダイオキシン類調査事業

環 境 安 全 対 策 化 学 物 質 対 策 ◇　有害大気モニタリング

◇　化学物質環境汚染実態調査費　

保健環境センター事業

◇　放射能被害対策費（震災対応等会計年度任用職員）

大 規 模 工 場 等 環 境 管 理

◇　調査研究費

土 壌 汚 染 対 策 ◇　土壌汚染対策事業

◇　地下水水質監視測定

＜環対３＞

◇　水質ダイオキシン類調査事業

◇　庁舎管理費　

◇　大規模工場等環境管理事業

Ⅳ　被災地の復興完了に向けたサポート

■　放射能被害対策費（福島第一原発事故対応）

保健環境センター事業 ◇　運営管理費

◇　災害時大気環境モニタリング体制整備事業

◇　アスベスト対策

◇　自動車交通公害防止対策事業

＜環対1＞

◇　事務費

◇　大気汚染観測局設置　

◇　工場事業場規制（大気）

◇　化学物質管理促進（ＰＲＴＲ）事業

Ⅰ　持続可能な社会の実現

◇　国設ステーション管理　

大 気 環 境 保 全 対 策

◇　水資源普及事業

　　　復興・サポート事業

■　豊かなみやぎの水循環創造事業

◇　工場事業場規制（水質）　

◇　高速交通騒音対策　

環 境 管 理 ■　環境影響評価審査事業 ＜環対２＞

＜＞は事業概要ページの

右上番号に対応

ビ

産

ビ

産

産

産

復

復

環

環

環
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［施策の概要］  

 

１  大気環境保全対策 
 

  大気汚染防止法及び公害防止条例に基づき、工場・事業場等の監視指導及び大気汚染常時監視シス

テムによる大気汚染状況の広域的な監視測定を行うとともに、建築物解体等工事に伴うアスベスト飛

散防止対策が適切に行われるようパトロール調査等を実施する。 

 騒音規制法、振動規制法及び悪臭防止法等に基づく市町村の事務について、求めに応じて助言等を

行い、県が管轄する騒音・振動、悪臭に係る特定施設を有する特定工場等の監視指導等を行う。ま

た、自動車交通に伴う環境負荷を低減するための「自動車交通環境負荷低減計画」の進行管理を行

う。 

航空機、新幹線鉄道及び道路交通の騒音等の測定調査を行い、環境基準等の達成状況を確認する。

また、仙台空港運用時間２４時間化に向けて騒音監視体制を強化する。 

 大規模工場の環境負荷低減を図るため、公害防止協定を締結し、施設の増設等の変更時には事前協

議を行い、公害を未然に防止する。 

  

２  水環境保全対策 
 
 水質汚濁防止法や公害防止条例に基づき、公共用水域及び地下水の常時監視や工場・事業場への立入検

査を実施する。また、湖沼における環境基準の水域類型の指定見直しに係る調査や釜房ダム貯水池におい

て気候変動の適応推進事業を行う等、閉鎖性水域の水質保全を推進する。 

工業用水法及び公害防止条例に基づき、地下水揚水の規制や削減指導を行うとともに、地盤高の変動を

観測する水準測量や地下水位の観測を行うことにより地盤沈下の状況を確認する。 

 さらに、ふるさと宮城の水循環保全条例に基づき策定した宮城県水循環保全基本計画において目指

している健全な水循環の保全を図るため、流域計画を策定した５流域（南三陸海岸、北上川、鳴瀬

川、名取川、阿武隈川）について、推進会議を開催し進行管理や意見交換、情報交換を行い、県内全

域において計画の推進を図っていく。また、新たに民間団体等による水生生物調査のマッピングやみ

やぎ応援ポケモン「ラプラス」を活用した健全な水循環の推進に係る普及啓発を行う。 

 

３  環境安全対策 
 

  ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、特定施設への立入検査並びに大気、水質及び土壌の汚染

状況を把握するためのモニタリング調査を実施する。 

 大気汚染防止法に基づき、トリクロロエチレン等の有害大気汚染物質の監視を実施するほか、六価

クロム分析体制の整備及び酸化エチレンの自主管理の促進に関する普及啓発事業を行う。また、ＰＲ

ＴＲ制度に基づく届出及び「宮城県化学物質適正管理指針」の普及・定着等を通じて、化学物質の排

出量等の実態把握及び危害の未然防止に努める。 

 さらに、土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の把握や人の健康被害防止のための措置に係る必要な指

導を行うほか、公害防止協定締結事業所の事前協議等による進行管理や新規立地事業者との協定締結

協議等を実施する。 

   

４  環境管理 
 
 環境に著しい影響を及ぼすおそれのある大規模開発事業等の実施に際し、事業者自らが、あらかじ

めその事業に係る環境への影響について、調査、予測及び評価を行い、環境の保全の観点からより良

い事業計画を作り上げていくため、環境影響評価法及び環境影響評価条例に基づく環境影響評価制度

の適切かつ円滑な運用を図る。 

 

５  保健環境センター事業 
 
 保健衛生及び環境保全に関する試験検査や監視業務、情報の収集・提供に加え、新たに、宮城県内

におけるカンピロバクター属菌の疫学調査及び検査法の検討の調査研究を実施するほか、国等の研究

機関との共同研究を行う。 
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主 要 事 業 概 要    ＜環対１＞  
 

 事  業  名 豊かなみやぎの水循環創造事業 

〔流域水循環計画策定事業〕 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 環境対策課環境影響評価班（内線2667）  Ｒ６当初予算額 ４,１０３千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成１８年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率  

 根 拠 法 令 ふるさと宮城の水循環保全条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

健全な水循環を保全するため、「ふるさと宮城の水循環保全条例」（平成16年宮城県条例第42号（以

下「条例」という。））の規定に基づき、「宮城県水循環保全基本計画（以下「基本計画」という。）」

を策定するとともに、これらに基づき、県内の5流域（南三陸海岸、北上川、鳴瀬川、名取川、阿武

隈川）ごとに策定した「流域水循環計画」について、各流域における課題に対応した流域全体の自然

の水循環に着目し、ＮＰＯ等の活動を取り入れるなど、関係機関等と連携を図りながら推進するとと

もに必要に応じて見直しを図る。 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

１ 流域活動団体活動支援事業 

河川調査や自然環境教育を行っているＮＰＯ等の活動を支援するために、その活動に必要な調査

試薬の供与や観察器具等の貸与を行う。 

 

２ 流域水循環計画推進会議の開催 

流域計画を策定したことから、5流域の関係機関や関係団体を参集した推進会議を開催し、流域

計画に記載した取組の実施状況等の進行管理、意見交換による新たな取組の検討等を行う。 

 

３ 全日本中学生水の作文コンクール 

国では、「水の日(8 月 1 日)」と「水の週間(8 月 1日から 8月 7 日まで)」を定め、各種普及啓発

活動を実施している。その一環で、県では国土交通省が主催する「全日本中学生水の作文コンクー

ル」の地方審査を行い、同省の中央審査会に推薦を行う。 

 

４ 健全な水循環の推進に係る普及啓発 

みやぎ応援ポケモン「ラプラス」を活用し、水生生物調査用資材等や水の作文コンクールのポス

ターを作成し、水への親しみを持つことで水循環の重要性についての理解と関心を深める。 

 

５ 水生生物マッピング 

   民間団体等が行った水生生物調査結果を県でマッピングし、流域における水生生物の生息状況や

民間団体等の活動状況の情報を発信し、流域活動の普及啓発を図る。 

 

 

 

 
 資 

 

 

 料 

＜計画期間＞ 
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主 要 事 業 概 要    ＜環対２＞  
 

 事  業  名 環境影響評価審査事業 ビ  復  環  産  発  

 担当課室・班 環境対策課環境影響評価班（内線2667）  Ｒ６当初予算額 ３,４０５千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成５年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率  

 根 拠 法 令 環境影響評価法、環境影響評価条例 

 事 

 業 

 目 

 的 

 

大規模な開発事業等の実施前に、事業が環境に与える影響について、事業者自らが、調査、予測、

評価を行い、その結果に基づき、環境の保全に適正に配慮することを目的とし、環境影響評価法及び

環境影響評価条例が施行されている。  

 環境影響評価制度を適切に運用することにより、大規模開発による環境悪化を未然に防止するとと

もに持続可能な社会の構築を図る。 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

１ 環境影響評価技術審査会の開催 

環境影響評価法及び環境影響評価条例に基づき、環境影響評価その他の手続等に関する技術的な

事項を調査審議するために、有識者で構成する環境影響評価技術審査会を開催する。 

  委員数：13 名、任期：3 年 

会 長：東北大学災害科学国際研究所准教授 平野勝也 

  副会長：福島大学共生システム理工学類共生システム理工学研究科教授 永幡幸司 

 

２ 環境影響評価審査 

審査会委員による現地検討を含む審査に伴う現地調査、事業者が実施する事後調査及び環境保全

措置の履行状況を確認し、環境影響評価の実効性の確保を図る。 

また、国土利用計画、港湾計画、公有水面埋立など他法令に係る環境影響評価の審査を行う。 

 

３ 環境影響評価条例の一部改正 

  地球温暖化対策の推進に関する法律における促進区域の環境影響評価手続について改正する。 

   

 

 

 

 資 

 

 

 料 

 

＜環境影響評価技術審査会開催件数＞ 

  

 

 

＜環境影響評価案件（令和6年3月31日時点）＞ 

種類 
法 条例 

計 
配慮書 方法書 準備書 評価書 概要書 方法書 準備書 評価書 

太陽光 1 1        2 

風 力  10 3      13 

最終処分場      1    1 

土地区画整理      1    1 

計 1 11 3   2   17  
 

 年度 R6 R5 R4 R3 R2 

回数 12(見込み) 3 9 9 15 
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主 要 事 業 概 要    ＜環対３＞ 

事  業  名 放射能被害対策費（福島第一原発事故対応）

［海水等放射性物質検査対策事業］
ビ 復 〇 環 産 発

担当課室・班 環境対策課調整指導班（内線2662） Ｒ６当初予算額 ２００ 千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２７年度～

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率

根 拠 法 令
○海水浴場の海水

平成24年6月8日付け環水大水発第120608001号環境省水・大気環境局水環境課長通知

「水浴場の放射性物質に関する指針について（平成23年6月）」（平成24年6月改定）

事

業

目

的

福島第一原発事故影響把握のため、保健環境センターにおいてゲルマニウム半導体検出器を用い

て、海水浴場の海水、企業局水道水等の各種試料の放射能検査を行うもの。

事

業

計

画

○保健環境センターにおいて、ゲルマニウム半導体検出器により、海水浴場の海水等の各種試料の

放射能検査を実施する。

○放射能測定予定件数（令和６年度）

試料名 測定担当課 測定予定数

海水浴場の海水 環境対策課 52

水道水 水道経営課 36

原 水 水道経営課 8

工業用水 水道経営課 12

浄水発生土 水道経営課 96

港湾海水 港湾課 72

計 276

  

〇事業の財源

  震災復興特別交付税

資

料

平成24年6月8日付け環水大水発第120608001号環境省水・大気環境局水環境課長通知

「水浴場の放射性物質に関する指針について（平成23年6月）」（平成24年6月改定）より
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自然保護課（施策体系）

施策の
目標 対応の方向 施策構成個別事業等

　
健
全
な
生
態
系
の
保
全
と

　
　
生
態
系
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
形
成

（
場
の
確

保

）
①　地域指定等の効果的な推進 ◇   　　自然環境保全審議会　　

◇   　　環境保全地域指定・管理事業　　

◇   　　自然公園計画管理事業　

②　身近な自然環境の保全 ■   　　環境緑化推進事業（百万本植樹事業）　　　 ＜自保２＞

■   　　昭和万葉の森アカマツ林保全事業　　　　　 ＜自保１＞

◇   　　縄文の森整備事業

◇   　　七ッ森森林公園整備事業

☆   　　みやぎの里山林協働再生支援事業

☆   　  「バットの森」推進事業
　　　（みんなでやれるっちゃ・宮城のみどりづくり事業）

◇   　　林地開発許可事業　　　

③　環境保全に配慮した開発行為への誘導 ◇   　　大規模開発行為指導管理事業　　　

Ⅰ
　
持
続
可
能
な
社
会
の
実
現

４
　
豊
か
な
自
然
環
境
の
保
全

生
物
多
様
性
の
保
全
と
自
然
環
境
の
再
生

（
質
の
確
保

）

①　生物多様性地域戦略の推進 ■   　　生物多様性総合推進事業　　　　 ＜自保３＞

④　野生鳥獣の適切な保護管理対策の推進 ◇   　　鳥獣保護区等整備費　　　　　

②　効果的な自然環境再生の推進 ■ 　　　湿地環境保全・利活用事業
　　　（伊豆沼・内沼自然再生事業）

＜自保４＞

■ 　　　湿地環境保全・利活用事業
    　（伊豆沼・内沼よみがえれ在来生物プロジェクト）

＜自保４・再揭＞

■   　　蒲生干潟見守り事業　 ＜自保５＞

③　希少野生生物（生態系）保護対策の推進 ■ ＜自保６＞    　　希少野生動植物調査及び
         生息地域情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化事業

■     　野生鳥獣適正保護管理事業　　　

■   　　野生鳥獣保護管理事業　　 ＜自保７＞

＜自保８＞

■   　　野生鳥獣生息状況調査事業　　　 ＜自保１０＞

■   　　野生鳥獣放射能対策事業　　　 ＜自保９＞

■   　　野生鳥獣適正保護管理事業（震災対応） ＜自保８・再揭＞

■     　傷病野生鳥獣救護事業　　 ＜自保１２＞

■   　　野生鳥獣適正管理事業　　　 ＜自保１１＞

■

◇   　　クレー射撃場管理事業　

◇   　　狩猟指導取締事務費　　　

◇   　　昭和万葉の森管理事業　　　　

  　　サンクチュアリセンター管理事業　　　

■   　　狩猟者確保対策事業　　　 ＜自保１３＞

◇   　　蔵王野鳥の森自然観察センター管理事業　　

  　　森林環境共生育成事業　　　

◇   　　山岳環境サポート事業　　

＜自保１４＞

◇   　　サンクチュアリセンター管理事業（施設保全）　　　

②　自然とのふれあいの推進 ◇

◇   　　県民の森管理事業　　　　　　　　

◇   　　蔵王野鳥の森自然観察センター管理事業（施設保全）

◇   　　こもれびの森管理事業　　　　　

③　自然環境保全に関する調査研究
体制の充実

■ ＜自保６・再揭＞
    　【再掲】希少野生動植物調査及び
               　 生息地域情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化事業

　

　
豊
か
な
自
然
環
境
を
次
世
代
に
引
き
継
ぐ
基
盤
づ
く
り

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

（
主
体
の
確

保

）
①　多様な主体との協働による自然環境
保全活動の推進

■ 　　　湿地環境保全・利活用事業
　　　（みやぎの世界湿地魅力発信事業）

＜自保４・再揭＞

○凡例

・ ■ は主要事業

・ ◇ は通常事業

・ は新・将来ビジョン推進事業

・ は復興・サポート事業

・ は環境税充当事業

・ は産廃税充当事業

・ ☆ は非予算的主要事業

環

産

ビ 環

ビ 環

ビ

ビ

環ビ

ビ

ビ

環

ビ 環

ビ 環

ビ

ビ 環

ビ

環

復

ビ

環ビ

ビ

環

ビ

ビ

復

環

復

環

環
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［施策の概要］

１ 自然保護対策の推進

 豊かな自然環境や優れた自然景観が存在する自然公園（国立公園１、国定公園２、県立自然公園８）、県

自然環境保全地域（１６）、緑地環境保全地域（１１）を中心に、関係法令や審議会意見等に基づき、自然

環境と調和するよう各種行為の規制・誘導を図る。

２ 豊かなみどり空間の保全・創出

 みどり豊かな県土と潤いのある生活環境を創造するため、緑化推進団体の育成や、県民参加の植樹事業を

通じて身近なみどり空間を創出する。

  また、企業やＮＰＯ等の多様な主体との協働による里山林整備を支援するとともに、県民の森等の豊かな

 みどり空間を保全し、自然とのふれあいの場を提供する。

  さらに、林地開発行為及び大規模開発行為について法令等に基づき適切な指導、監督を行い、県土の適正

な利用を図りつつ、森林の無秩序な開発を防止する。

３ 野生生物保護管理対策の推進

「第１３次鳥獣保護管理事業計画」に基づき、野生鳥獣の安定的な保護及び農林業被害等の防止のため、

野生鳥獣の適切な保護及び管理を行うとともに、鳥獣保護思想の普及啓発を図り、人間と野生鳥獣が共存す

る社会を構築する。また、傷病野生鳥獣について、関係機関・団体等の適切な連携・役割分担による効果的

で機動的な救護を推進する。さらに、自然環境や生物多様性の指標となる希少野生動植物の保護・保全対策

を実施する。

  狩猟免許試験や狩猟者登録、狩猟の指導取締り等を行うほか、狩猟者の技術向上を図るための研修施設で

 あるクレー射撃場の管理運営を行い、狩猟の適正化を図る。

４ 自然環境保全・自然再生の推進

  令和５年に策定された生物多様性国家戦略に基づき、県生物多様性地域戦略の改訂を行うとともに、生物

多様性を総合的に推進するため、生物多様性に関する理解促進のための普及・啓発事業を実施する。また、

ラムサール条約登録湿地である伊豆沼・内沼については、令和２年３月に改訂した自然再生全体構想（第２

期）及び自然再生事業実施計画（第２期）に基づき、引き続き自然再生事業を進めるほか、平成３０年１０

月に新たにラムサール条約登録湿地とされた志津川湾を加えた４つの条約湿地の魅力を発信していく。

蒲生干潟については、自然再生協議会構成員によるモニタリングの情報共有を図りながら、震災から回復

した蒲生干潟の保全及び利用のための課題を整理し、生物多様性を保全していく。

５ 豊かな自然環境の次世代への継承

  本県の豊かな自然環境を次世代へ良好な状態で継承していくため、自然保護思想の普及・啓発を図るとと

もに、自然とふれあう機会の提供や森林とふれあう活動に対する支援、ワイズユース（賢明な利用）の普及

などの事業を実施し、人と自然の共生を目指した自然保護行政を推進する。また、自然環境学習の拠点施設

となる宮城県伊豆沼・内沼サンクチュアリセンターや蔵王野鳥の森自然観察センター、森林レクリエーショ

ンや憩いの場である、県民の森、昭和万葉の森、こもれびの森の運営管理を行う。
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主 要 事 業 概 要   ＜自保１＞  
 

 事  業  名 昭和万葉の森アカマツ林保全事業 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班  自然保護課 みどり保全班（内線2676）  Ｒ６当初予算額 １，３７２千円 

 事 業 主 体  県  事業期間 令和２年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 森林病害虫防除法 

 事 

 業 

 目 

 的 

 

昭和万葉の森のアカマツ林内にある昭和天皇「お手植えの松」については、昭和 30 年 4 月 6 日に同

会場で開催された全国植樹祭で昭和天皇ならびに皇太后陛下が全国からの参加者と共にアカマツの苗

木３本ずつをお手植えされたものである。 

 アカマツは全国的に松くい虫被害により、立ち枯れが進んでおり、同施設でも被害拡大防止のための

薬剤散布とお手植えの松には定期的に薬剤の樹幹注入を行っている。 

 しかし、同施設内のアカマツ林は、毎年 10 本以上の立ち枯れがあり、6 本あるお手植えの松も 2 本

が枯れるなど、被害が拡大しており、大衡村役場などからも対策を求められている。 

 そのため、今までの被害拡大防止対策に下記の事業を加え、対策を強化する。 

 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

立ち枯れが進んでいる昭和万葉の森のアカマツ林において、被害木を伐採搬出し、チップ化処理する 

ことにより資源の有効利用を図る。 

 併せて、林業技術総合センターの協力により「お手植えの松」の「後継樹の育成」を行い、種子及び 

接ぎ木から苗木に育ったアカマツを順次植え付けし、由緒あるアカマツ林を次世代につなぐ取組を行 

う。 

 ①被害木のチップ化利用 20m3 1,000 千円 

 ②「お手植えの松」後継樹育成 100 本 372 千円 

  内訳：林業技術総合センター執行委任 

   ・実生苗・接ぎ木育成経費（土壌・肥料等の需用費）：345 千円 

   ・東北育種センター等との調整（旅費）：27 千円 

 

 

※アカマツ林全体（約 6ha）の薬剤散布は、森林整備課において、毎年 6 月頃の早朝に実施している。 

 併せて、多量に被害木（100 本以上）が発生した場合は森林整備課と調整し伐倒駆除を行う。 

 

 

 資 

 

 

 料 

【令和５年度の事業実績】 

   ・被害木チップ化利用 15.9m3 

   ・「お手植えの松」後継樹育成管理 約 600 本 
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 主 要 事 業 概 要    ＜自保２＞  
 

 事  業  名 環境緑化推進事業（百万本植樹事業） 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班  自然保護課 みどり保全班（内線2676）  Ｒ６当初予算額 ６，１１０千円 

 事 業 主 体  県  事業期間 昭和５０年度～ 

 補助・単独の別  県単独事業  補 助 率  － 

 根 拠 法 令  － 

 事 

 業 

 目 

 的 

緑化活動の機運の高まりを契機とし、県民一人ひとりが行う身近なみどりを増やす活動を支援するこ

とにより、緑化思想の高揚と活動意欲の増進を図り、みどり豊かな県土と潤いのある生活環境の創造に

資する。 

 

 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

市町村、住民団体、ボランティア団体が地域の緑化推進を目的に、自ら植樹活動を行う場合におい

て、当該団体に対して県が予算の範囲内で緑化木を配布するもの。    

   これまでの事業にみやぎ環境税を充当して事業費規模を拡大し、植樹本数の増加により震災復興地

域を中心に県土緑化の加速化を図る。 

 

 令和６年度 

 ◇ 事業量 緑化木の配布目標 １，８００本 

  ◇ 事業主体 市町村、住民団体、ボランティア団体、企業等 

  ◇ 配布対象者  市町村、住民団体、ボランティア団体、企業等 

  ◇ 事業対象地  ① 緑化によりイメージアップが図られる市町村が管理する下記の公共施設等 

         学校、市町村庁舎等、体育館、グラウンド、図書館、公園等公共施設 

② 企業の事務所、工場敷地等周辺環境と一体的に緑化を図る必要があると認めら         

れる所 

         ③ 緑化推進のモデルとなる地域で知事が適当と認める所 

◇ 事業費（委託料）：６，０００千円 

（内訳：「宮城みどりの基金」3,000 千円、「みやぎ環境税」3,000 千円） 

 

 

 資 

 

 

 料 

◎百万本植樹事業の実績 

  平成５～令和４年度 １，０２５か所 ２０３，０８２本 

  令和５年度         １５か所     ２，２９７本 

                     １，０４０か所 ２０５，３７９本 

 

◎宮城みどりの基金 

  基金残額：１５，９７８千円（R5.3.31 現在） 

  [寄附をいただいた主な企業：庄子電気(株)、熱海建設(株)、宮城スバル自動車(株)、 

(株)楽天野球団、(株)サニックス、(株)伊藤園] 

 

 

57



 

主 要 事 業 概 要    ＜自保３＞   
 

事  業  名  生物多様性総合推進事業 ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

担当課室・班  自然保護課 自然保護班 （内線2672） Ｒ６当初予算額  ８，０３５千円  

事 業 主 体  県 事業期間 平成２７年度～令和７年度 

補助・単独の別  県単独事業 補 助 率  － 

根 拠 法 令  生物多様性基本法 

事 

業 

目 

的 

令和５年に策定された生物多様性国家戦略との整合性等を図るための「宮城県生物多様性地域戦

略」の改訂を実施するとともに、生物多様性を総合的に推進するため、関係者による「宮城県生物多

様性地域戦略推進会議」を開催して意見交換や、生物多様性の理解促進のための普及・啓発事業等を

行う。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

１ 生物多様性推進事業（７，５６６千円） 

（１）宮城県生物多様性地域戦略推進会議（７，４０７千円） 

生物多様性に係る関係者で構成する推進会議を開催し、意見交換を行う。 

令和６年度は地域戦略（第１次改訂）進行状況の確認や検討及びを地域戦略の第２次改訂を

行う。（年３回） 

（２）生物多様性情報収集・発信事業（１５９千円） 

生物多様性学習施設のマップを作成し情報提供等を充実させる。（３，０００部） 

２ 生物多様性普及啓発活動事業（４６９千円） 

（１）生物多様性フォーラム（８６千円） 

施設等と連携し生物多様性の理解を深めるため、専門家等による講演開催する。（１２月開催） 

※R5.12.2開催「シジュウカラガンを学び、体感する！」 

（２）生物多様性表彰制度（３１千円） 

地域の自然環境保護など、生物多様性の保全活動を行う学校を表彰する。（１月決定） 

（３）生物多様性学習イベント委託業務（３５２千円） 

次世代を担う子どもたちに生物多様性について学ぶ機会を提供する。 

資 

 

 

料 

【宮城県生物多様性地域戦略】 

○策定年月 平成２７年３月 

○改訂年月 令和２年３月（第１次改訂） 

○計画期間 ２０年間（平成２７（2015）年～令和１６（2034）年） 

○将来像 「自然に寄り添い、自然と共に生きるふるさと宮城」  

－美しい森・田んぼ・川・海がつながり、子どもの笑顔が輝くふるさと宮城－ 

○基本方針 

  １ 豊かな自然を守り育てる 

  ２ 自然の恵みを上手に使う 

  ３ 豊かな自然を引き継ぐ 

○次期改訂 令和７年３月（第２次改訂） 
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主 要 事 業 概 要    ＜自保４＞   
 

事  業  名 

 湿地環境保全・利活用事業 

①伊豆沼・内沼自然再生事業 

②伊豆沼・内沼よみがえれ在来生物プロジェクト 

③みやぎの世界湿地魅力発信事業 

ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

担当課室・班  自然保護課 自然保護班 （内線2672） Ｒ６当初予算額 ４６，３０９千円  

事 業 主 体  県 事業期間 令和３年度～令和７年度 

補助・単独の別 
 ①国庫補助 

 ②③県単独事業 
補 助 率  ①４５／１００ 

根 拠 法 令  ①②自然再生推進法、自然環境保全条例 

事 

業 

目 

的 

多種多様な生物が生息する淡水湖沼の生態系を有していた伊豆沼・内沼への再生を目指し、クロモ

等の沈水植物やゼニタナゴ、カラスガイ等の在来生物を増加させるための自然再生事業等を実施する。 

ワイズユースの推進及び普及啓発を図るため、自然との触れ合いによる環境教育の場を整備する。 

ラムサール条約湿地の魅力を情報発信する。 

事 

 

 

業 

 

 

計 

 

 

画 

 

１ 伊豆沼・内沼自然再生事業（２２，５２１千円） 

（１）水生植物保全整備・湖岸植生保全整備（１９，９０９千円） 

・沈水植物等の生息域を創出するためのエコトーンの造成 

（２）水質改善効果検討調査（２，６１２千円） 

・水質改善のための検証・基礎調査、水質モニタリング 

 

２ 伊豆沼・内沼よみがえれ在来生物プロジェクト（１９，３２８千円） 

・在来生物増加実証試験  生息・生育状況調査、在来生物の増殖技術検討等 

・外来生物対策      電気ショッカーボート等による外来魚駆除等 

・水生植物の適正管理   水質改善等のためのハス等の刈払い 

・鳥類モニタリング調査  エコトーン造成の効果を検証するための鳥類調査・評価 

 

３ みやぎの世界湿地魅力発信事業（４，４６０千円） 

（１）伊豆沼・内沼ワイズユース推進基盤整備（４，２８５千円） 

・水生植物園の観察路等をリニューアルし、環境教育の場として整備する。 

（２）ラムサール条約登録湿地の魅力発信等（１７５千円） 

・連携して魅力を発信するための、ラムサール条約湿地市町村担当者研修を実施する。 

資 

 

 

料 

【背景】 

自然再生事業により、在来生物の復元・増殖や先進的な外来魚駆除の導入等を行い、希少種をはじ

め目標生物の半数以上が回復傾向にあるが、回復が困難な生物や水質等の課題がある。 

第２期自然再生事業実施計画に基づき、第１期の取組に加えて、新たにエコトーン（浅瀬）の復元

等による生物多様性の再生に取り組んでいる。 

また、県内のラムサール条約登録湿地では、保護保全の取組が行われている。 

その一方、周辺住民の生活様式の変化や自然との触れ合いの機会の減少等により、ラムサール条約

の理念であるワイズユースが十分に行われていない状況にある。そのため、R5 年度に地元関係者（民

間企業、行政等）からなる「伊豆沼・内沼ワイズユースに関する情報交換会」を設立し、関係者間の

協力体制を構築し、ワイズユースの取組が促進されるよう取り組んでいる。 
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主 要 事 業 概 要    ＜自保５＞   
 

事  業  名  蒲生干潟見守り事業 ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

担当課室・班  自然保護課 自然保護班 （内線2672） Ｒ６当初予算額  ２０７千円  

事 業 主 体  県 事業期間 平成２８年度～令和７年度 

補助・単独の別  県単独事業 補 助 率  － 

根 拠 法 令  自然再生推進法、自然環境保全条例 

事 

業 

目 

的 

国指定鳥獣保護区特別保護区及び県自然環境保全地域に指定されている蒲生干潟は、生物多様性の

保全において貴重な場所であるが、開発等の影響により干潟環境の劣化が進んだことから自然再生施

設の整備を行ってきたものの、東日本大震災により施設整備事業を休止した。 

令和３年度に、蒲生干潟の保全と利活用を両立させるための協議の場として「蒲生干潟自然再生協

議会」を再開し、干潟の現状把握及び継続的なモニタリングを行うとともに、有識者や民間団体等と

連携し、震災から回復した蒲生干潟の保全及び利用のための課題を整理し、生物多様性を保全する。 

事 

業 

計 

画 

自然再生協議会の運営（２０７千円） 

 協議会１回 事務局会議２回 意見交換会１回 

資 

 

 

料 

【経緯】 

平成１４年３月 環境省自然環境局長から知事あてに自然再生事業実施の依頼 

平成１７年６月 自然再生協議会を設立 

平成１８年９月 自然再生全体構想を策定（計画期間 設定なし） 

平成２０年３月 自然再生事業を策定 

平成２３年３月 東日本大震災により蒲生干潟は壊滅的に被災し、自然再生施設も全損 

～ 
自然再生協議会及び自然再生事業を休止 

令和元年度 協議会の代替機能として休止前の協議会委員による意見交換会・事務局会議

を断続的に開催 

令和２年 ７月 情報交換会を開催、自然再生協議会の再開意思を表明し、準備開始 

令和３年 ６月 自然再生協議会（第１５回）開催（協議会活動再開） 

令和３年１２月 自然再生協議会（第１６回）開催（情報共有） 

令和４年 ６月 事務局会議開催（第１７回協議会の議題について） 

令和４年 ７月 自然再生協議会（第１７回）開催（対象区域の見直し等を開始） 

令和４年１０月 事務局会議開催（対象区域の見直し等について） 

令和５年 ３月 事務局会議開催（第１８回協議会の議題について） 

令和５年 ６月 自然再生協議会（第１８回）開催（対象区域の見直し等（案）を承認） 

令和５年１０月 事務局会議開催（各団体の取組等について） 

令和６年 ３月 事務局会議開催（第１９回協議会の議題について） 
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主 要 事 業 概 要    ＜自保６＞  
 

事  業  名 
希少野生動植物調査及び生息地域情報データベース

化事業〔野生鳥獣保護管理事業〕 
ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673）  Ｒ６当初予算額  ２，６４６千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２８年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 生物多様性基本法 

事
業
目
的 

希少野生動植物の状況は日々変化しており、とりわけ震災以降の環境の変化は著しい。平成２７年

度の宮城県レッドデータブック改訂後も、状況の変化を緊急かつ継続的に調査しデータを蓄積するこ

とは、希少野生動植物の保護保全のために必要不可欠である。また、これまでの調査等で把握した希少

野生動植物の生息地域等情報データを取りまとめ、一元管理し環境アセスメント等に活用するもので

ある。 

事 
 
 

 

業 
 
 
 

計 
 
 
 

画 

 

１ 希少野生動植物調査等委託業務 

県内の希少野生動植物について、現地調査のほか、文献調査や情報解析を行うとともに、状況の変

化を継続的に調査する。また、これまでの調査等で把握した希少野生動植物の生息地域等の情報を

データベース化し、生息情報を一元管理するとともに、ＧＩＳ（地図情報システム）との連携によ

り、効果的な活用を図る。 

 

２ 宮城県希少野生動植物保護保全対策検討会議 

前項の事業内容及び希少種保護対策について、専門的見地から意見を聴取し検討するための会議

を開催する。 

 

資 

料 
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主 要 事 業 概 要     ＜自保７＞ 
 

事  業  名 野生鳥獣保護管理事業 ビ ○ 復  環 
  

 

産  発  

担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673） Ｒ６当初予算額   ２６，３５５千円 

事 業 主 体 県 事業期間 平成２５年度～ 

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 － 

根 拠 法 令 

 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 

特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会条例 

事
業
目
的 

県民の自然環境への関心が高まる中、開発等により生息数が減少する鳥獣が存在する一方、農林業被害の発

生など人間とのあつれきが顕在化している鳥獣も存在することから、「第１３次鳥獣保護管理事業計画」に基

づき、野生鳥獣の安定的な保護や農林業被害等の防止のため、野生鳥獣の適切な保護及び管理を行うととも

に、鳥獣保護思想の普及啓発を図り、人間と野生鳥獣が共存する社会を構築するもの。 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

  
 

１ 特定鳥獣保護管理計画検討・評価委員会 
  著しく個体数を増加させ人とのあつれきを増大させている鳥獣等について、関係者の合意形成、保護管
理事業の実行方法の検討及び評価等を行うとともに、４つの第二種特定鳥獣管理計画を改定する。 

設置部会：ニホンザル部会、ツキノワグマ部会、ニホンジカ部会、イノシシ部会 
 

２ ニホンザル管理事業 
第五期宮城県ニホンザル管理計画（R4～R8）に基づき、群れの遊動域の変化状況等のモニタリング調査

や群れの評価検討を実施する。 
 

３ ツキノワグマ管理事業 
第四期宮城県ツキノワグマ管理計画（R4～R8）に基づく生息状況把握に関する調査等を実施する。 

 

４ イノシシ管理事業           
第四期宮城県イノシシ管理計画（R4～R8）に基づく管理事業の推進を図るため、イノシシの捕獲技術研

修会を開催する。 
 

５ ニホンジカ管理事業  
第三期宮城県ニホンジカ管理計画（R4～R8）に基づく生息密度調査や、個体数増加が森林に与える影響

について調査を行う。 
 

６ ガン・カモ・ハクチョウ類生息状況調査 
国内に飛来するガン類の８割以上が県内で越冬するなど本県は鳥類の貴重な生息地となっていること

から、ガンカモ鳥類の冬期生息状況を把握し、鳥獣保護行政に必要な資料とする。（１１月、１月、３月に
実施。１月は全国一斉調査） 

 

７ 有害鳥獣駆除対策 
野生鳥獣による農林業等被害を防止するための有害鳥獣捕獲事業を実施している（一社）宮城県猟友会

に対し、捕獲技術研修に要する事業費を補助するとともに、捕獲許可事務及び適正な捕獲の指導を行う。
（県猟友会への定額補助） 

 

８ 愛鳥思想普及事業（非予算的手法事業） 
愛鳥週間ポスターコンクールの実施、野生生物保護功労者表彰、愛鳥モデル推進校の指定により広く県

民に愛鳥思想の普及を図る。 
 

９ 特定鳥獣の保護・管理に係る研修会 
環境省主催の研修会に参加し、特定鳥獣管理計画の策定及び効果的な実施に係る知識の向上を図る。 

資
料 
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主 要 事 業 概 要      ＜自保８＞ 
 

 事  業  名 
野生鳥獣適正保護管理事業 

〔野生鳥獣保護管理事業〕 ビ ○ 復 ○ 環 ○ 産  発  

 担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673）  Ｒ６当初予算額 ２８６，４６０千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２３年度～令和７年度 

 補助・単独の別 国庫補助事業  補 助 率 定額、２／３、１／２ 

 根 拠 法 令 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 

事
業
目
的 

本県に生息するニホンジカ及びイノシシについては、近年、個体数が増加し、生息域が拡大する傾向が見ら
れることから、農林業被害及び生活環境被害防止を目的として市町村が実施する有害鳥獣捕獲とは別に、生息
域の広域化を抑制し、捕獲数の上積みを図るため、県において個体数調整のための捕獲を実施するほか、放射
性物質の影響による出荷制限指示が出されているイノシシ及びニホンジカの狩猟による捕獲を促進するため、
補助事業を実施する。 
また、狩猟圧の維持並びに有害鳥獣捕獲業務に従事する要員を確保するため、新規狩猟者の育成及び技術向

上を図る。 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

１ 指定管理鳥獣捕獲等事業（２７５，５７６千円） 
個体数が著しく増加し、人とのあつれきを増大させているニホンジカ及びイノシシについて、第二種特定

鳥獣管理計画に基づき、個体数調整のための捕獲等を実施する。 
① 指定管理鳥獣捕獲等事業に係る実施計画策定 

実施計画策定のための調査、計画策定等経費 
② 指定管理鳥獣捕獲等事業 
ア ニホンジカ個体数調整 

実施計画に基づき、牡鹿半島を中心に生息しているニホンジカについて、個体数調整のための捕獲及
び目撃情報の収集を実施する。 
・捕獲目標：１，１３０頭（Ｒ５：６００頭） 
・事業主体：県（認定鳥獣捕獲等事業者への業務委託を想定） 

イ イノシシ個体数調整 
実施計画に基づき、県内全域を対象として、イノシシの生息域拡大阻止及び個体数管理のための捕獲

頭数の上積みのための捕獲及び食痕等生息状況調査を実施する。 
・捕獲目標：４，０００頭（Ｒ５：４，０００頭） 
・事業主体：県（認定鳥獣捕獲等事業者への業務委託を想定） 

③ 認定鳥獣捕獲等事業者の従事者育成事業 
認定鳥獣捕獲等事業者の捕獲従事者の確保を図るため、必要な研修を実施する。 
・事業主体：県（認定鳥獣捕獲等事業者への業務委託を想定） 

 ④ 効果的捕獲促進事業  イノシシの効果的な捕獲方法の実証実験を実施する。 
 
２ 狩猟捕獲促進事業（８，４００千円） 

放射性物質の影響による出荷制限指示に伴い、狩猟における捕獲頭数の減少が危惧されるイノシシ及びニ
ホンジカに対する十分な捕獲圧を維持するため、狩猟でのイノシシ及びニホンジカ捕獲に伴う経費の一部を
補助する。 
・補助内容：狩猟による捕獲１頭につき５，０００円を狩猟者に交付（事務費２５０円／頭） 
・捕獲目標：イノシシ １，０００頭、ニホンジカ ６００頭 
・事業主体：県（（一社）宮城県猟友会を通じた補助の予定） 

 
３ 有害鳥獣捕獲担い手育成事業（２，４８４千円） 

新たに狩猟免許を取得し、狩猟や有害鳥獣捕獲隊員として地域社会活動に貢献する意欲を有している県民
を対象に、新人ハンター養成講座を実施するとともに、狩猟免許を取得して間もない狩猟者の技術向上のた
めの新米ハンターレベルアップ講座を実施する。 
・新人ハンター養成講座（１，４５８千円） 
・新米ハンターレベルアップ講座（１，０２６千円） 

資
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   主 要 事 業 概 要     ＜自保９＞ 
 

 事  業  名 野生鳥獣放射能対策事業 ビ  復 ○ 環  産  発  

 担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673）  Ｒ６当初予算額   ８，０００千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２５年度～ 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 
農畜水産物等の放射性物質検査について 

（平成24年3月12日付け厚生労働省食品局食品安全部長通知） 

事
業
目
的 

震災に伴う福島第一原子力発電所の事故による放射性物質の影響により、イノシシ、ツキノワグマ及び

ニホンジカの肉について、県内全域を対象に国から出荷制限指示が出されており、食の安全安心を確保す

るとともに、早期の出荷制限解除に向けてデータの蓄積を行う。 

なお、イノシシ肉及びニホンジカ肉については、県の出荷・検査方針に基づき、出荷制限一部解除に必

要な全頭分について、精密検査を行う。 

事 
 
 

 

業 
 
 
 

計 
 
 
 

画 

 

１ 野生鳥獣肉における放射性物質モニタリング調査 

イノシシ、ニホンジカ、ツキノワグマ等の野生鳥獣について、有害鳥獣捕獲や狩猟により捕獲した個

体の放射性物質（セシウム１３４及びセシウム１３７）を測定し、その結果を広く県民に情報提供する

とともに、出荷制限の解除に向けたデータの蓄積を行う。 

・対象となる野生鳥獣：イノシシ、ニホンジカ、ツキノワグマ及び鳥類（鳥類は狩猟期前のみ） 

・測定計画：四半期毎に５０検体、年間２００検体程度の検査を実施予定 

① 検体採取業務 

捕獲した固体から放射性物質測定用の肉を採取、冷凍し、測定業務を行う業者に送付する。 

・実施主体：（一社）宮城県猟友会に業務委託の予定 

② 放射性物質測定業務 

公定法に則った検査方法により、セシウム１３４とセシウム１３７を精密測定する。 

・実施主体：民間の検査事業者に業務委託の予定 

 

２ ニホンジカ肉の出荷制限一部解除に伴う全頭検査 

県の出荷・検査方針に基づき、必要なニホンジカ肉の全頭について、精密検査を行い、基準値を超え

る個体は確実に廃棄処分することにより、加工・出荷されるニホンジカ肉の安心・安全の確保を図る。 

・実施主体：民間の検査事業者（１②と同じ事業者）に業務委託の予定 

 

３ イノシシ肉の出荷制限一部解除に伴う全頭検査 

県の出荷・検査方針に基づき、イノシシ肉の全頭について、精密検査を行い、基準値を超える個体は

確実に廃棄処分することにより、加工・出荷されるイノシシ肉の安心・安全の確保を図る。 

・実施主体：民間の検査事業者（１②と同じ事業者）に業務委託の予定 

 

資 
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主 要 事 業 概 要     ＜自保１０＞ 
 

 事  業  名 
野生鳥獣生息状況調査事業 

〔野生鳥獣保護管理事業〕 ビ ○ 復  環 ○ 産  発  

 担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673）  Ｒ６当初予算額  ５，１６３千円 

 事 業 主 体 県  事業期間 平成２９年度～令和７年度 

 補助・単独の別 県単独事業  補 助 率 － 

 根 拠 法 令 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 

事
業
目
的 

 カワウは、宮城県内でも釜房ダムで繁殖コロニーが確認され始めているなど、徐々に漁業被害が報

告されており、今後、カワウの分布域の拡大と個体数増加による影響が大きくなることが危惧されて

いる。 

平成２９年から県内での生息分布や繁殖コロニー等、カワウの生息状況の調査を開始し、モニタリ

ングを継続していくことで、今後の保護管理に資するもの。 

 

 

 事 

 

 

 業 

 

 

 計 

 

 

 画 

 

○カワウ生息状況調査業務 

業務委託により、宮城県内の一級・二級河川、湖沼（ダム湖を含む）、松島湾等を対象に、現地調

査、文献調査、聞き取り調査を実施し、県内のカワウの生息状況を取りまとめる。 

・令和５年度  県内の生息個体数の調査を年３回実施 

 

資 
 

 

料 
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主 要 事 業 概 要      ＜自保１１＞

事  業  名
野生鳥獣適正管理事業

〔野生鳥獣保護管理事業〕 ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673） Ｒ６当初予算額 ４６，２２４千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２９年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

事
業
目
的

近年、イノシシやニホンジカ等による農林業被害等が増大している一方で、これらの野生鳥獣を捕

獲する狩猟者は減少・高齢化していることから、狩猟者の確保・育成は喫緊かつ重要な課題となってい

る。こうした状況を踏まえ、県においてもイノシシ等の野生鳥獣の生態に精通し、野生鳥獣の捕獲等に

知識と技能を有している人材を配置し、野生鳥獣の捕獲推進及び被害防止対策の強化を行うことによ

り、農林業被害等の低減を図る。

事 
 
 

 

業 
 
 
 

計 
 
 
 

画

○鳥獣被害対策専門指導員等配置事業

（１）事業の内容

会計年度任用職員を大河原地方振興事務所林業振興部に配置し、農林業被害の低減を図る。

・平成２９年度から２名ずつ配置し、令和３年度から１０名体制

・（採用時）鳥獣被害対策指導員 →（狩猟免許等取得後）鳥獣被害対策専門指導員

（２）主な活動内容

・狩猟免許等の取得

・管内市町及び管内猟友会支部との連絡調整、連携体制の構築

・野生鳥獣に関する知識、捕獲技術の習得

・管内市町等の要請、又は、連携に基づく有害鳥獣捕獲等に係る支援

・管内住民、狩猟者に対する鳥獣被害対策等の啓蒙普及

・県で実施する有害鳥獣捕獲、又は、個体数調整に係る捕獲 など

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜自保１２＞

事  業  名 傷病野生鳥獣救護事業 ビ ○ 復 環 産 発

担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673） Ｒ６当初予算額 １，７５６千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成１９年度～ 

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 宮城県第１３次鳥獣保護管理事業計画

事
業
目
的

県民の自然保護に対する関心が高まる中、傷病野生鳥獣の救護等に対する要請も多種多様なものと

なっているため、関係機関・団体等の適切な連携・役割分担による、効果的で機動的な傷病鳥獣救護シ

ステムに基づき傷病鳥獣の救護を推進することにより、鳥獣保護思想の普及啓発及び希少種保護を図

る。

事

業

計

画

１ 傷病野生鳥獣救護業務

県民等から通報があった治療を要する傷病野生鳥獣について、県が協力要請している救護機関

（県内１０か所の動物病院等）で治療・看護を行う。また、救護に携わる職員、ボランティアの感

染症対策のための消毒剤等を整備する。

２ 傷病鳥獣救護ボランティア活動事業

救護機関での治療後、早期の野生復帰が困難な鳥獣について、野生復帰までの間、アニマルレス

キュー隊員（県民ボランティア２９名）による一時的な保護・飼養を行う。また、隊員の知識、技

能の向上を図るため、研修会を実施する。

３ 鳥インフルエンザ調査事業

近年の野鳥における高病原性鳥インフルエンザの発生を受けて、野鳥の保護並びに人及び家禽類

への感染防止を図るため、環境省が作成した「野鳥における高病原性鳥インフルエンザに係る対応

技術マニュアル」に基づき、死亡野鳥等調査を実施する。

  

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜自保１３＞

事  業  名 狩猟者確保対策事業 ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 自然保護課 野生生物保護班 （内線2673） Ｒ６当初予算額 ３，４６０千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成２８年度～令和７年度

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

事
業
目
的

狩猟者の負担を軽減することで、狩猟意欲を高め、狩猟者減少を抑制するとともに、市町村が実施す

る有害鳥獣捕獲のための担い手育成事業に補助することで、新たな有害鳥獣捕獲の担い手を確保する。

事 
 
 

 

業 
 
 
 

計 
 
 
 

画

○ 有害鳥獣捕獲担い手支援事業（３，４６０千円）

狩猟者が有害鳥獣捕獲業務に参加する（した）ことを前提に、狩猟免許取得等に際して必要とする

経費のうち、猟友会費等について、猟友会がその会費の一部を減免するなどして支援する場合、その

支援分を助成することで、狩猟者の負担軽減を図り、狩猟者の減少を抑制するとともに、有害鳥獣捕

獲隊員の確保を支援する。

＜補助対象及び補助率（一人当たり）と交付実績（人）＞ 

補助対象 補助率（１人当たり） H30 R1 R2 R3 R4 

新規会員 (会費＋初心者講習料)×1/2 111 130 98 93 94 

新規会員 

（地域おこし協力隊員） 
(会費＋初心者講習料)×10/10 0 0 0 0 0 

新規会員（新人ハンター養

成講座修了者） 
会費×10/10 4 8 3 4 3 

継続会員（有害鳥獣捕獲隊

員） 
会費×1/2 927 967 1,057 1,070 1,128 

（会費）5,500 円 （初心者講習料）7,000 円

資

料
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主 要 事 業 概 要    ＜自保１４＞ 

事  業  名 森林環境共生育成事業
ビ ○ 復 環 ○ 産 発

担当課室・班 自然保護課 みどり保全班（内線2676） Ｒ６当初予算額 ２，３０５千円

事 業 主 体 県 事業期間 平成１０年度～

補助・単独の別 県単独事業 補 助 率 －

根 拠 法 令 －

事

業

目

的

自然環境に対する県民の関心が高まるなか、宮城県の自然や森林・林業について平易に解説のできる

「森林(もり)の案内人」（森林インストラクター）を養成するとともに、自然や森林についての知識を

学び、森林体験活動や自然観察会等をサポートできる人材を育成し、人と自然の共生を目指した自然保

護行政を推進する。

事

業

計

画

１ 宮城県森林インストラクター養成講座の開催 （２，２４０千円）

    森林を利用した自然体験や自然観察など野外活動の指導、森林の整備や育成を通して森林・林業

の普及活動を行う宮城県森林インストラクターを養成する。

  ◇ 実施期間：５月～３月の土・日曜日及び祝日、約１８日間

  ◇ 実施内容：森林文化、森林作業、森林レクリエーション、動植物生態学などの講座

  ◇ 対象者：一般県民 ４０名程度

  ◇ 認 定：講座修了し、認定試験に合格した者を「宮城県森林インストラクター」として県が認

定する。

※ 令和３年度より、みやぎ環境税を財源とした「宮城県森林ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰ養成講座・受講生ｻﾎﾟｰﾄ事業

（事業費 800 千円）」を実施することで、従来受講生が負担していた受講料(約 2 万円/人)相当額

をみやぎ環境税で補うことにより、受講料を無料とした。

２ みやぎ自然環境サポーター養成講座の開催 （５７千円）

    森林インストラクター養成講座の入門編として、自然や森林についての知識を学び、森林体験活

動や自然観察会等をサポートできる人材を養成する。

  ◇ 実施期間：５月～１２月の土・日曜日、計１回以上

  ◇ 実施内容：自然観察、森林作業体験などの講座

  ◇ 対象者：一般県民 約２０人程度

  

 参考：事務費（８千円）

資

料

１ 宮城県森林インストラクター認定者数

      平成 10 年度～令和４年度    707 人       

令和５年度        18 人   

          計                 725 人

２  みやぎ自然環境サポーター養成者数

      平成 16 年度～令和４年度   1,843 人

      令和５年度           7 人

            計                1,850 人

69


